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<論 説〉

横浜市における環境政策の史的,構 造的研究(続)
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4.1970年 代後 半 か ら80年 代 まで の横浜 市

の公害 ・環境政策の展開

(1》70年 代後 半の 大気汚染対 策の 問題状況

1960年 代 か ら70年 代前 半 にか けて,住 民,自

治体,企 業 は公害 問題,環 境 問題 を 自らの課題 と

して重大 な関心 を もった。そ れは,一 方 で,政 府

に よる重化 学工業 政策 と大都市 政策 に よって もた

らされ た成長主義 と市場 主義へ の反省 となって表

面 化 して きた。 と くに1970年 代 以 降,住 民 や マ

ス コ ミな ど世論 や専 門家 な どか らの公 害反対,公

害防止 の運動 の活発化 に よって,政 府 も公害,環

境 政策 に熱心 に対応す るこ とに なった(1)。1971年

1月,米 国で,大 気 汚染 な どを防止 す るため にで

きたマスキ ー法 は,日 本で も注 目された。 これ を

市民 や専 門家 も評価 した。72年10月,環 境庁 は

「自動車排 ガスの量 の許容 限度 の 設 定方 針」 を公
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示 し,1975(昭 和50)年 度,76(昭 和51)年 の一

酸化炭 素,炭 化 水素,窒 素 酸化物 の排 出許容 限度

を定 めた。 だが米 国が,資 源問題 の制 限に直面 す

るこ とか らマス キー法 を2年 延期 と したため,日

本 も,石 油 業界 な どの圧力 もあ って延期 した。

これ に対 して東 京都,川 崎市,横 浜市,名 古屋

市,京 都市,大 阪市,神 戸 市 な ど7大 都 市 は,独

自の実 態調 査 を踏 え た報 告 書 を発 表 した。 「現 在

の技術 水 準 を も って して も,1976年 度 中 に規 制

値 あ るいはそ れに ご く接 近 した値 に達 す る ことが

可 能で ある と判 断 した。 ス ピー ド競争等 環境破壊

につ なが る商業 主義 にのみ裏打 ちされた従来 の諸

性 能 を前提 として,規 制値 の4倍 の排気 量 を技 術

的限界 とす る トヨ タ,日 産 の主張 は,こ れ を容認

す るこ とは で きない。 また国が この ような主 張 に

基 き,中 央公害 対策 審議会 に再 諮 問 した こと も首

肯 で きない」 と。

当時 東京都 な ど7大 都 市 は環 境庁 の中央公 害対

策審議 会 に対 して独 自の調査 を し,自 動車公 害対

策 を志 向 し,住 民 の立場 か ら訴 えた こ とは,き わ

めて注 目すべ き ものであ った。

横 浜 市 は,当 時 自動車 保 有 台数 の急 増 に対 し

て,ク ルマ メー カー に対 して7大 都 市の立場 か ら

自己規 制 を もとめ たので あ る。そ れ には,次 の よ

うな事 情が あ った。 当時 の大気汚染 の急増へ の対

策 に集 中 した横 浜市 として は硫 黄 酸 化物 を10年

前 と比べ て80%以 上 削 減 させ る こ と,次 い で炭

化水素 の削 減 に着 目 し,さ らに窒素 酸化物 対 策に

重点 的 に取組 む とい う方針 を もって いたか らであ

る。 と くにその 中で,か な りの比 重 を占め るのが

自動車 に よる大気汚 染問題 で あった。 当時、市 当

局 は市 民へ の啓蒙 と解析 を次の ように示 している

t2)0

一酸 化炭素 は
,燃 料が酸 素不足 によ り不完全燃

焼す る ときに発生 し,自 動 車 の場 合 は,ア イ ドリ

ング時や減速 す る と きに濃度が上 昇す るた め,交

差点 周辺 や交通渋滞 地帯 で高濃 度 とな る。一酸 化

炭素 は,他 の汚染物 質 と比べ排 出量が 多い ため,

自動 車排 出 ガス の 中 で は影 響 の 大 きい 物 質 で あ

る。

自動車排気 中の窒素酸 化物 は,空 気 中の窒 素 と

酸素 が エ ンジ ン内で高温 燃焼 す る際 に発生 し,排

気管 か ら放 出 され た直後 は大 部分が一 酸化 窒素で

あ るが,大 気 中 に拡散 して い くうちに二酸化 窒素

へ と変化 してい く。従 って,道 路際 で は一 酸化窒

素 が高濃 度 とな る。 エ ンジ ン内で燃料 が完全 燃焼

す る と一酸化 炭素 は減 少す るが,窒 素酸化物 は逆

に増 加 す る とい う関係 が あ り,技 術 的 に困難 な面

もあ った が,ガ ソ リ ン ・LPG乗 用 車 へ の,53年

度規制(い わゆる日本版マスキー法)の 実 施が 決定

したので,今 後の環境 改善 が期待 され る と して い

る。

この時点 では,一 酸化炭素 と窒 素酸化物 の啓蒙

的説 明 を したあ と,両 方 の各経年 変化 を示 してい

る(図1,図2)。 この 図 を み る 限 り,49年 は,上

昇 して い たが,50年 は低 減 して い る。 しか し浅

間下 交差点 は,交 通混雑,渋 滞,交 通量 の増大 な

どに よって市 内 で当時 は,最 高 の濃度 を示 した。
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この 当時か ら横 浜市 は,広 い範 囲で,大 気 汚染

状 況 を説 明 し,大 気汚染 全体 の対 策の重要性 を説

いて い る。 当 時,市 は,固 定発 生源 対 策(工 場,

事業場),移 動 発 生 源 対 策(幹 線 非 幹線),そ の

他(家 庭)な ど多方 面 に わた って お り,総 合対 策

を しつつ,個 別対策 を具体 的 に示 して いる。

大気 汚 染対 策(固 定発 生源)の 中味 をみ る と,

大気 汚 染 防止 法 対 象工 場 ・事 業場 が1,490(3457

施設)あ り,こ れ らの うち大 規模 発 生源 の ほ とん

ど と,こ れ ら大 企業 の 関連 企業(下 請会社等)が

鶴見 ・神 奈川,根 岸 ・磯 子 の臨海 部 に集 中 してい

る。事 業場 は主 に ビルで あ り,中 区,西 区等 に集

中 してい る。 こう した工場 ・事業場 に対 して横浜

市 は汚 染物 質排 出量抑 制 の視 点か ら主体 的 に環境

政策 に協 力す る方策 を要請 したこ と,さ らに市民

の健康 と生活 を守 るため に市 は汚 染物 質総排 出量

を削減 す る方 策 を実 施 した。 この点 は評価 して よ

い と思 う。

また,前 に触 れた 自動車排 出ガス対 策につ いて

もう少 し紹 介 してお く。 当時 の 『公害 との戦 い』

(横浜市,1976年 版)で はこ うい ってい る(3)。

「ア メ リカのい わゆ るマ ス キー 法 を基礎 と し,

日本 で もガソ リン車,LPG車 に対 してCO,HC,

NOxの 排 出量 を従 来 の10分 の1程 度 に減 少 させ

る 目標 が たて られ,こ れ と ともに濃 度規制(%,

ppm)か ら重量 規制(9/km)へ と移行 し,大 型 車

も小 型車 と同 じ排 出量 に なる ように思 想の転換 が

な され た」 と。

だ が,メ ー カー 側 の実 施 延 期 の 要 望 が あ り,

「規制 も段 階 を追 っ て行 な われ る こ とにな り,重

量 ガ ソリ ン車(主 に中型 トラック,マ イクロバス)

や ジーゼ ル車(ト ラ ック,バ スの主流)に つ い て

従 来未規 制 だったが,不 十分 なが ら規 制 も行 われ

る よ うに なった」 と叙述 してい る。 この 当時,厳

しい規制 を全般 的 に実施 す る よう要望 した こ とも

事 実 であ る。 とい うのは,前 述 した よ うに7大 都

市 の要 望 は,地 元 住 民 の声 を反 映 して い たか ら

だ。

こ うした行 政 による横 浜市 民の生 活環境 を守 る

ため の市 民 自治の努 力 を評価 すべ きであ ろ う。

で は,そ の後の 自動 車排 出 ガスに対す る諸施 策

を史的 に検 討 してみ よう(4}。

当時,市 が積極 的 に対 応 したの は,公 用車 に低

公 害車 の使用 を提 言 した り,低 公害車 の追跡調 査

を実施 して,さ らに 自動 車排 出 ガス抑 制 に努 め た

点 にあろ う。

自動 車の排 出 ガス規 制 は,ア イ ドリ ング時の一一

酸 化炭 素濃度,及 び炭化 水素 ブ ローバ イガスや蒸

発 ガ ス 規 制 を 除 く と,い わ ゆ る10モ ー ド,11

モー ドに よる新 車時 の規制 であ る。 そ こで排 出 ガ

ス レベ ルが使用 に伴 って悪化 す るか,ま た各低 公

害 システム に劣化 がお こるか否か を定期的 に検 査

をす る こ とにな った。 その結 果 をみ る と,排 出 レ

ベ ルの 傾 向 は,新 車 時 と比 べ て悪 化 は認 め られ

ず,各 走行時 のデ ー タにば らつ きが あ ったが総 じ

て変化 が なか った(5)。当時,庁 内の3車 に 限定 し

て調査 した のであ るが,統 計 的 には,も っ と数多

い車 につい て追跡調査 をすべ きで あ った。

自動 車排 出 ガスが環境 に及ぼす イ ンパ ク トを知

るため には,各 汚染物 質の環境 濃度 を測定 す る と

同時 に,自 動 車一一台一 台か らどれ だ けの量 の汚染

物質 が排 出 され てい るか を検 証す る必要 があ る。

だが汚 染物 質の総量 を把握 す るため には,各 排 出

量 を把 握す る必要が あ る。 各排 出量 は,ク ルマ の

走行状 態す なわ ちア イ ドリング,加 速,定 速,減

速 の各状態 の時 間比 率の大 小 に よって異 な る。 当

時,市 の公 害対策 局が,こ の点 を考慮 して クルマ

の 走行 量 と走 行 状 態 を調 査 し,代 表 的 な 走行 パ

ター ンを決 定 し,種 々の車種 につ い て シャシ ダイ

ナモ メー タ(自 動車の走行状態 を再現する装置)に

よ り先 に決 定 した走行パ ター ンを再現 し各汚染 物

質排 出量 原 単 位 を算 出 した。 この 点 も評 価 した

い。

と くに、 当時 燃 費 の 良 い こ とで 話 題 とな った

ジーゼ ル乗 用車 の汚染物 質排 出量 単位 と,坂 路 を

走 行 した時 の各 汚染物 質の排 出傾 向につい ての調

査 結果 をみ る と,ジ ーゼ ル車 は,車 輌 重量が 大 き

く排 気量 も大 きい。1台 当 りの窒 素酸 化物排 出量

も乗用車 に比べ て多 い。 また ジーゼ ル車 には ガソ

リ ン車 で はそれほ ど問題 とされて いない黒煙 問題

があ り,登 坂時,過 積 載時等 エ ンジ ンにか か る負

荷 が大 きい 時に黒煙 の排 出量 が多 く,大 気 を汚染
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し,市 民か らの批判 も厳 しかった。 このジーゼル

車対策,ト ラック対策,路 線バス対策などを市民

とともに調査し,使 用車側の自己点検,技 術的改

良策,排 出ガスに旋回流を起 こさせ遠心力によっ

て黒煙を捕集する乾式の黒煙減少装置の試作品を

作製して対応させたが,い ずれ も,各 自治体 と協

力 して,法 規制 に まで努力 したが,無 理 であっ

た。 トラックやジーゼル車,バ スな どが排 出す る

黒煙対策には,黒 煙減少装置着手 を義務づけるた

めに,時 限的援助をするとかを考 えたうえで実行

させることも提案したが,当 時の状況では限界で

あった。

七大都市との連携,環 境庁,通 産省,建 設省,

警察庁 などとの連携 によって 自動車公害対策につ

いての考え方を踏えて,積 極的な具体的対策 を示

さない限 り,前 途は暗か った。

横浜市 は,当 時,「 七大都市 自動車技術評価委

員会」 と並行して 「主として窒素酸化物の総量規

制,と くに自動車か ら排出される窒素酸化物の総

量規制を七大都市共同で強力に推進するための共

通の具体的手法を研究 ・開発し,そ の実施を図る

こと」 を目的 とした 「七大都市自動車総量規制研

究会」を設置し,自 動車公害に対する主体的対応

を示 した意思表明を評価 してよい。事実その検討

した結果も,そ の後の 自動車公害対策の中に生き

ている。基本は,自 動車減量,低 公害車への道を

選択すべ きであろう。

1970年 代後半(1975～79年)に おいて大気汚染

対策 としての 自動車公害対策に力点をおいてい

た。さらに横浜市は,水 質汚濁対策,地 盤沈下の

対策,騒 音 ・振動対策,公 害健康被害者 の救済な

どに一貫 して重層的に対応してきたことはいうま

でもない。こうした対策の中で,さ らに水質汚濁

対策をとって検討 してみよう。

(2)水 質 汚濁 の現 状 と対 策

『公害 との戦い』(1978年)を 中心 に

(a)水 質 汚濁

横 浜市 は73年 に総合 計 画 をた て,そ の 中 で水

質環境 目標 を 「魚 がす み,釣 りや水 遊 びが たの し

める海や川 を,市 民の手 に取 りもどせ るこ と」 と

定め た。 横浜 市 は,こ の 目標 を達 成す るため水 質

の 浄 化(昭 和30年 ～35年 頃 の 水 質 を 目標 と し,

BOD値5ppm)と 同時 に水 量 の保 持 に努 め る こ と

に した。

こ う した努 力 に よる成果 と水質 汚濁 防止 法 と神

奈川県 公害 防止条例 に よる規 制 を尊守 した こ とに

よって市 内の河川 や海域 か ら有害 物質 を検 出す る

こ とが少 な くなって きてい る。市 は工場 な どか ら

の排水 の安全 性 を確 保す るに 当って,一 部の公 害

防止 協 定工場 に対 して は78年 か らの魚 類 飼 育 指

針 に基づ いて工場排 水 に魚 をす まわせ て対 応 して

水質 を検 証 して きた。 だが河川 の汚濁状 況 をみ る

と,有 機性物 質 の大半 は家庭 排水 による こ とが わ

か った。横 浜市 内の主 な測 定点 での水 質汚濁 の経

年変 化 をみる と,環 境基準 を満 たす ところが少 な

い(図3)。 だが海域 の水 質につ いて は,漸 次浄化

の傾 向が見 られ(図4),有 害物 質 も検 出 され な く

なった こ と,さ らに窒素,リ ン等 に よる富栄養 化

の対 策 として総量 規制 の導入 を期 待 した(6)。

公 害対 策局の検 証 は,き わ めて重厚 に展 開 して

いた。 さ らに水 質汚濁対 策 につ いて整理 しコメ ン

トしてみ よう。

第1に 工場 等へ の規制 であ る。 その ため に市 内

の特 定事業場 の特 徴 をみ よう。市 内で水 質汚濁 防

止 法 の対 象 と な った特 定事 業場 は,78年3月 末

現 在 で2,271工 場 で あ る。 こ れ を業 種 別 に み る

と,図5の よ うに な り,ク リーニ ング業,し 尿 浄

化槽(501人 槽以上),豆 腐 製造業 で全体 の約46%

を 占 め て い た。 ま た排 水 量50㎡/日 以 上 も し く

は,有 害物 質 を排 出す るおそ れのあ る規 制対象 事

業 場 は666工 場 あ り,こ の う ち,し 尿 浄 化 槽

(501人 槽 以上),メ ッキ 業,研 究 所,表 面 処 理 業

で約68%を 占め て い る。 こ う した事 業場 は,本

来 自 ら排水 量 に含 まれ る物 質 を浄化す るこ とが求

め られ てい るに もかか わ らず,水 質汚 濁 を もた ら

してい る。排 水基 準 に適 合 してい ない割合 を経 年

変 化 で 見 る と(図6),1974(昭49)年,75(昭

50)年 と低 下 したが76年 に は増加 した17)。こ う し

た事 業所 に一定 の規制 を設け,工 場排水 の水 質の

浄化 に努 めて きた点 を評価 したい。 だが,浄 化 を

よ り一層 強め るには,特 定事業場 が 自ら も厳 し く
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図3横 浜市 内 の主 な測定点 で の水質汚 濁 の経年 変化

(河 川,BOD)

○一 一〇 鶴見川(亀 の子橋)1)

●一一● 入江川(入 江 橋)2)

△一一△ 滝の川(境 橋)2)

H帷 子川(水 道 橋)2)

H大 岡川(清 水 橋)2)

▼一 ▼宮 川(瀬 戸 橋)2)

46474849505152 年 度

〔出所 〕 横 浜市 公 害対 策局 「公害 との戦 い」 昭和53年(1978年),69ペ ー ジ。
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図4海 域での水質汚濁の経年変化

(海域,COD)
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○一一〇 鶴見川河 口先1)

●一 一● 横 浜 港 内1>

△一一△ 本 牧 沖2)

▲一 一▲ 磯 子 沖1)

一▽一 一▽ 富 岡 沖2)

▼一一▼ 平 潟 港 内2)

[トー□ 平 潟 湾 沖2)

50 51

1)環 境基準8ppm

2)環 境基準3ppm

52

年度

〔出所 〕 前 掲書,70ペ ー ジ。
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図5特 定事業場の業種別構成比

し尿浄化槽

「再筆謙
全 事業場(総 数2,271)

ク リーニ ング業

23.8 弊 ～雅

100

表 面処理 業 生コンクリート製造2。4

規制 対象事業場(総 数666)

し尿浄 化槽
38.7

50

40

30

20

10

図6排 水基準不適合率の経年変化

排水基準違反率(排 水基準違反工場
△一△ 事業場数/立 入工場数X100)

Cト っ 全分析項目の排水基準不適合率

(項目別違反検体の合計/項 目別検体の合計×100)

車両洗浄業

474849505152年 度

〔出所 〕 横浜 市公 害対 策 局編 『公害 との 戦 い』 昭和53年(1978年),76ペ ー ジ。

し,自 主 的団体 を作 り,市 行政 と話 し合 い を した

り,近 隣 の地域住 民 との水 質浄化の協議 会 を作 っ

て,公 開 してい くこ とが重 要で ある。

事業場 が厳 しい 自己規 制 を して汚 れた水 をだ さ

ず に事業場 内処理 を有効 に考 える ことで ある。 そ

の うえで厳 しい規制 を受 ける ことで ある。すで に

決定 してい る工場へ の立入調査 を実施 し,成 果 を

上 げた事業所 もあ る。水 質汚 濁防止法 の対象 とな

る工 場が,施 設,・原材料,製 造工程,排 水処理施

設 な どを設 置 また は変 更す る場合 には,す べ て事

前 に届 出 を しな けれ ば な らない こ とに な って お

り,届 出の時点で排水 基準 を守 る よう指導 し,さ

らに規制 対象工場 に は立入調査 を し,施 設 や工程

の確認,排 水の検 査 を行 った ことはそ の後良い結

果 を出す こ とにな った。

1977年 度 の立 入 り調 査 の結 果 で は,捺 染 ・染

色 業,ク リーニ ング業 の違 反率が高 く,平 均違 反

率 は21%(違 反工場/立 入工場 ×100)で,項 目別

で はBODやCODの 違 反 率 が 高 く,平 均 で は

8%(項 目別違反検体の合計/項 目別検体の合計 ×

100)で あ った。77年 度 に お ける行 政処 分 は,一

時停 止命令 が5件,改 善 命令 が8件,改 善指示が

2件 で あっだ8)。

工場へ の立入 り検査 があ ったか らこそ,事 業者

も反省 し,社 会的評価 を受 け,信 頼 を獲得で きた

ので ある。 よ くいわれ るこ とだが 今 日,ド イ ツな

どで は,行 政が水 質汚濁防止 のため に事業所 にい

つで も立入 り検査 をで きる体制 に して いる。 この

点地域住 民か ら歓迎 され ている。

また前述 した ように,水 質汚濁 を防止 す るため

の試験 と して,「 工場 等 の排 水 に係 わ る魚 類飼 育

指針」 が77年12月 か ら運用 された。 この運用 に

あた って,薬 液,体 長,体 重の測定法 な どの講習

を行い,そ の結果,予 想 以上 に成果 が上が り,こ

の 「生物指 標」 の導 入は評価 された。

この実験 につ いての問題点 は残 って いる。た し

か に高 度 な排水処理 をさせ た工場排 水で魚類 を飼

育 し,そ の魚類 を指標 に して排 水の水 質を判定評

価 しよ う とい うのが 「工 場 排 水 へ の 生物 指 標 導

入」 の考 え方であ った。 だが これ には,何 が含 ま

れて いるのか わか らない工場排水 も厳 しくチ ェ ッ

ク してか ら実験 すべ きだ ったのであ る。魚類 に慢

性的 な障害 を及 ぼす ような成分 の存 在 を長期 間飼

育 してその イ ンパ ク トだ けを調査 して有効性 をも

てるのか どうか とい う課題 を残 して いる。飼 育温

度 ・溶存酸素 及 び無機塩類 の イ ンパ ク トを除い た

形 の総合的 な影響 を検証 し,総 合的判 断 を くだす

こと も重要 であ ろ う。 この点 も自覚 してい たが,

当時 として は,こ の方式 は注 目された。

1975年,横 浜市,神 奈 川 県,東 京 都,千 葉 県

な ど東 京湾岸 自治体 は公害対 策会議 を結成 し,東

京 湾 の水 質浄 化 につ い て の広 域 的対 応 を検 討 し

た。 湾岸 自治体 会議の方針 は,そ の後 の横 浜市の

河川 の水質 汚濁 防止 策 と も一致 した。 この27自
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治体が参 加 し,水 質測定 に協力 し,水 質汚濁 防止

に当 った点,評 価 した い。東 京都35地 点,千 葉

県32地 点,神 奈川 県21地 点,合 計88地 点 を調

査 した。 そ の結果,約 半数 の47地 点が環 境 基準

に達 していた。そ の後,か な り改 善 され た。 だが

一 貫 して水質 汚濁防止 をあ らゆる角 度か ら実施 し

ない 限 り,90%以 上 の達 成 は無理 で あ った。 こ

の点,そ の後 の水 質調査 の統計 をみ る限 り改善 さ

れ た(9)(『白書』H7,P.62)。 自治 体 が 協 力 し,測

定,監 視,公 開,実 践 を した点,注 目された。

当時,横 浜市 は,魚 がすみ,釣 りや水遊 びがた

の しめ る海 や川 を,市 民 の手 に取 りも どす ため

に,海 や川の水質監視,生 物相調査 な どに力 を入

れて きただけで な く,事 業所 ・工場 な どの汚濁発

生 源 に対 しては法律以上 の きび しい基 準で行政指

導 を して水 質浄化 に全力 を注い だ。 だが,関 係者

の認 識 は十分 で ないせ いか有機性物 質 による汚濁

は総体 と してみ ると,改 善 されて いない。再 び も

とに戻 って検討 してみ よう。

1974年 以 降,横 浜 市 は,市 内の 主 要河 川 の水

質(BOD)と 水 量 につ いて将来予測 を行 って きた

が,そ の結 果,1985年 に市 街 化 区域 が全 域 下水

処理 された場 合,鶴 見川 ではBOD10ppm,そ の

他 の 河 川 で は,ほ ぼ5ppmに な る と計 算 さ れ

た。 しか し,宅 地 開発 の進行 によ り,緑 地 は減少

し,河 川本来 の国有水量 は年 々減少 してい くこ と

に な り,1985年 度 に は,水 量 は75年 当 時 の2分

の1以 下 に なる と予測 した(io)。そ の後,こ の予 測

は,か な り近 い現 実 に なっ た。1986年 の河 川 海

域 の水質 を示す代 表 的 な指標 で あ るBOD,COD

で見 る と,河 川 につい て環境基準 を達成 していた

の は,7河 川8水 域 の うち85年 の侍 従 川,大 岡

川 に加 え て,鶴 見 川 下 流 及 び宮 川 の2水 域 が増

え,4水 域 で あ った。 また,本 市 地 先海域 につ い

て環 境 基 準 を達 成 した水域 は,4水 域 の うち85

年 同様 東京湾(鶴 見川河口先,横 浜港内)と 磯 子沖

の2水 域 であ った。水量 につ いて は結果 はでて い

な い(11>(横浜市公 害資 料No126『 横 浜の 川 と海 の生

物』,第4集,1985年)。

一 方
,1977年 か ら魚 がす み,釣 りや水 遊 びが

たの しめ る河 川環境 を量 ・質 ともに充実 した対 策

を実行す るには,市 民 と行政の一体 化 した政 策づ

く りを きめ細 くや るべ きで あ ろ う。 い まか ら22

年前 に,新 鮮 なセ ンス を良好 な水 質確 保 に全力 を

注 いだか らこそ,問 題点 はあ るにせ よその後の水

質保全 を確保 で きたの では なか ろ うか。

水 質 浄 化 の課 題 は,ま ちづ く り との 関連 性 を

もって多 面 的 に論 じ られ,具 体 化 す る問題 で あ

る。77年 時点 には,間 接 的市 民 参加 の水 質 浄 化

であ った。その後,環 境 プラ ンの量 ・質 の向上 を

め ざ して実践 したのは市民参加 にあ る。

(b)水 質 浄化 と市民参加

環境保全 ・創 造の担 い手 は多様 な構 造 を もった

市民 であ り,行 政で ある。市 民 とい うの は,普 通

の勤労 市民 であ り,企 業 も法 人市民 であ り,本 来

的には,行 政 とい う公共 部門 に対 しては一般市民

と対等 平等 に参加 して いる市民 と考 えるべ きであ

ろ う。 本来,会 社,企 業 とい う組織 体 は,市 民の

信 託 としての行政 と相 互協力 関係 であ るべ きなの

で ある。行 政へ の圧力 団体で はな く,市 民 の公益

のた めに協 力す る組織体 で なければ な らない。 環

境保 全 と創造 の行政 に対 して は,市 民 と同 じ く参

加 して市づ くり,街 づ くりに協力すべ きものであ

る。 もちろん本質的 には個 々の市民参加 の理念 を

をふ まえた実践 が基本で ある。

ところで,水 質浄化 にお ける市民参加 の問題意

識 も,こ うした理 念 を踏 えて展 開 されるべ きで あ

ろ う。1983年 の 『横 浜 環 境 白書』 は,市 内 にあ

る境 川,柏 尾 川水 系 浄化 整 備 の 会 を紹 介 して い

る。 この点は,市 民科 学の視点 か らも学 ば され る

ので,そ のポ イ ン トを紹介 してお く。

この会 は,境 川,柏 尾 川流域 の戸塚,瀬 谷 の両

区の住民が,両 川の水 質浄化 と整備 を 目的 に作 っ

た団体 で,74年 に結成 された。

82年 の事 業 と して は 「川 を よご さ ない くら し

を」 のス ローガ ンの も とに,河 川の清掃,鱒 の稚

魚の放流 な どを しなが ら市民 の連帯 を大切 に した

運動 を展 開 し,市 民 に よる河 川 の 浄化 運 動 を ア

ピー ル した。そ の他,川 を私 たちの生活 の中に よ

みが え らせ る運動 である。緑 区や戸塚 区 な どの郊

外 に は,田 園風 景 が あ り,そ の背 後 に丘 陵が 残
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り,緑 も多 い。鶴見 川や境 川の様 に市外 か ら流 れ

て い る河川 の水 もあ るが,未 だ丘 陵か ら流 れ てい

る 自然 の河 川水 もあ る。 これ らを保 存す るには,

地域 の住民 だ けで な く,散 策 に訪 れ る市 民 に よる

「私 た ちの生活 の 中 に川 を よみ が え らせ よ う とい

う」 内発 的 な運動 を大切 にす る ことであ る。行 政

もこう した運 動 に支 え られて,本 物 の水 質浄化 行

政 が可能 なの であ る。

(c)源 流域 の保 全

横 浜市 は,同 年15地 点 の 源流 域 を選 定 し,谷

戸 形状の保 存,保 全 に力 を入 れた。 ほ とん どの源

流域 ではホ タルやサ ワ ガニ,ホ トケ ドジ ョウ な ど

が確 認 され た。市 民 と行政が 源流域 の保存 ・保全

を して 自然度 の高 さを示 してい る。 また谷戸 の斜

面 をみる と,竹 林,二 次林が うっそ う として,自

然度 の高 さを示 し,所 々には,肥 沃 度の高 い土 で

溢 れ て い る畑 が あ る。斜 面 の 間 の平 坦 地 は,廃

田,水 田,湿 地 になって 自然 をそ の ま ま残 して い

る。 この源流域 に入 ってみ る と,谷 戸 の奥 か ら湧

水が流 れ,水 田 を潤 してい るだけで な く,貴 重 な

生物 を も育 んで いる。

横 浜市 は こう した源流域 を保全 して いるが,い

ず れ も市街化 調整 区域 であ り,開 発 は規制 されて

いるが,所 有者が 手放す と保全 は困 なんな状況 下

にあ り,公 有 地 と して 確 保 して は ど うで あ ろ う

か。 山林 につ いては,農 地 と同様 な相続税 の猶 予

制 度 を設 けた り,山 林 ファ ン ドを作 り,シ テ ィ ト

ラス ト制 度や貸与 制度 を具体化 して保全 し,市 民

の共有財 産 として は どうで あろ うか。

前 掲 書 で,公 害 対 策 局(現 ・環境保全 局)は,

当時,今 後の展 望 として次 の ように要 約 した('2)。

本 市 内 の 河 川 は,戸 塚 ・瀬 谷 両 区 を流 れ る境

川,柏 尾 川 を 除 い てす べ て東 京 湾 に流 入 して い

る。 この東京湾 は,日 本地 図 をみ て もす ぐわか る

よ うに閉鎖性水域 であ り,湾 の海水循 環 も遅い。

水 質浄化 も難 点 を伴 う。 だが湾岸 自治体が.関 係

漁民 と住 民 の協 力 を えて富栄 養化対 策 に努 め,さ

らに効 果的成 果 をあげ るため には,法 規制 を通 し

て 汚染 者 に厳 しい 自律 と他 律 を促 す こ とに あ ろ

う。

こん この課 題 として,問 題 とされ た有機性 汚濁

対策 は充分 では ない。す で に東京 に係 る水 質総量

規 制 が 導 入 さ れ,84年 に は 削 減 目標 年 度 を決

め,関 連事 業場 ・工場 にお ける汚濁 負荷量 の よ り

一・層 の削減 が求 め られ てい たが透 明性 に欠 けてい

る。 とい うの は,そ の全汚 濁負荷 量 に占め る生活

系排水 の比 重が大 き く排水 対策 に限界が あ る。 そ

の抜 本対策 と して下水道整 備の拡 充 な どを通 じて

生活系 排水 対策 と して下水 道普 及 に努力 した点 は

見 直 したい。

だが,難 問 とされ るのは 中小 零細事業 場 の水 質

対 策で ある。事業場 等発生 源対 策の一環 として,

市 は毎 年 約500社 につ い て立 入 調 査 を して い る

が,pH,BOD等 なん らか の項 目で排水 基 準 に違

反す る事 業場 が10%強 み られ るが,こ れ らは,

中小零細 企業 であ り,そ の低 コス ト製品 を供給 し

て他企業 と競争 しなけれ ばな らず,そ の ため排 水

対 策 費 を削 除 した りす る。 だが いず れ も経 営 者

は,こ ん ご水 質改善 に努力す る よ う社 会 的責 任 を

果 して貰 い たい。行政 も,排 水 基準 を守 った事業

場 に社 会的 に援 助す るよう訴 えるべ きで あろ う。

あ るい は,市 民 団体 が表彰 す る とか環境 保全 の た

めの創 意工夫 を発揮 す るこ とも大切 な課題 で はな

か ろ うか。

『横 浜 環境 白書 』(1983年 版)は,次 の よ うに,

当時 の展望 を結論づ けて い る。(13)

水 質浄化対 策 を水 環境 の保全 ・創 造 に発展 させ

る ことは,近 年各 地 に河 川 を守 る会や川 を考 える

会 な ど市民 の 自発 的 な盛 りあが りに もみ られ る通

り,市 民 の重要 なニ ーズ となって きてお り,今 後

我 々 を と りま く生 活環境 の充実 に対す る もの と し

て各種 取 り組み を してい きたい と。

行 政が市 民 と一体 とな って環境 保全 ・創造 を し

てい く姿 勢が こ こにみ られ る。 この姿 勢 を一 貫 し

て持 続 して い くことが 大切 であ る。 さ らに付 言 し

たい こ とは,大 気汚染 防止策 に して も,水 質汚染

防止策 に して も1年 に1回 程 度で よいか ら,行 政

の懸命 な取 り組 みの サー ビス情 報 を提 供 し市 民参

加 の条件 づ くりに役 立て るべ きだろ う。 また市民

も,水 環境づ くりの下か らの提 言 を示すべ きで あ

ろ う。行 政 は で きる こ と,で き ない こ とを 明示
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し,で きない こ とは なぜ で き ない か を明 らか に

し,市 民,企 業 との協 力 で,環 境 を 自らの課題 と

して保全,創 造 してい くことが大切 では なか ろ う

か。 それ は今 日で も共通 の課題 であ る。

(d)公 害苦情 状況一1984年 の資料 から

1983年 度 の 区 別 公 害 苦 情 状 況 をみ る と(表

1),1983年 の 苦 情 件 数 は1,250件 で,第1位 が

騒音 で602件 で半 数以上 を占め,第2位 が悪 臭で

249件,第3位 が大 気 汚染 で243件 で,第4位 が

水 質 汚 濁41件 とい う順 に な っ て い る。 こ れ は

1986年 の 同 じ統 計 をみ て も順 位 は 変 わ って い な

いo

騒 音の件 数が 一貫 して高 い。 騒音苦情 を発 生源

別 にみ る と,工 場108件(17.g%),事 業 場 か ら

の騒 音348件(28.4%)が 目立 つ。事 業 場 騒 音

の中で,音 響機 器 の それ が だん とつ で,171件 で

あ る。 そ の他,建 設作 業 騒 音79件,道 路 か らの

クル マ の騒 音29件 が 目立 っ てい る。工 場騒 音 を

経 年変 化 でみ る と,80年(昭 和55年),81年(昭

和56年)が そ れ ぞ れ27.6%,24.3%と 高 か っ た

が,82年,83年 そ れ ぞ れ17.9%,17.9%と 低 下

して い る。経年 変化 をみ て も,工 場,事 業場 の騒

音が 一貫 して高 い(表2)。

建 設振 動 苦 情 件 数 の 年 度 別 全 苦 情 件 数 との 比

(表3)を み て も,79年(昭 和54年)が 高 く,80

(昭和55)年 か ら83(昭 和58)年 をみ る と,鈍 化

し,82年 若干 増加 したが,そ の後低 下 した。

騒 音苦情 が全体 として増加傾 向 にあ る理 由 は,

都市 集 中化 に よる もの で,こ ん ご どの よ うに低 下

させ るか,市 民 共通 の課 題 とい う よ り,行 政 と市

民 が一体 となって発生源 対策 を辛抱 強 くや って い

く以外 にない であ ろ う。

また悪 臭苦情 の発生源 別,年 度別発 生件 数及 び

割 合(表4)を み る と増 加 して い る。 この 点,発

生 源対策 を市民 と ともに重厚 に対応 してい くこ と

にあ ろ う。振動 苦情 の発 生源 別,年 度別発 生件数

と割合 をみ る と,総 体 として低下 して い る(表5)

(14)。 だ が,騒 音 ・振 動 の 問 題 は,都 市 生 活 者 に

とって深 刻 な問題 であ り,環 境 権 と しての静穏権

を保持 して い くうえで,そ の対策 を重視 して ほ し

い。 この点 は,社 会生 活 に とって も重要 な課題 で

あ る。 人 間が 静か な環境 の 中で休息 す る ことは,

新 しい労 働や仕 事へ の潤 滑油 にな って い くの であ

る。例 え ば水 質汚濁 防止 に して も,改 めて家庭排

水 を どの ように未然 に防 げ るか,下 水道 の普及 だ

表1公 害苦情状況

昭和58年 度区別公害発生状況

区 別

公害の種類別
鶴見 神奈川 西 中 南 港南

保土
ケ谷 旭 磯子 金沢 港北 緑 戸塚 瀬谷 計

大 気 汚 染 32 15 8 11 11 17 12 15 11 10 32 21 37 14 243

水 質 汚 濁 1 4 0 1 3 1 2 4 0 1 7 7 9 1 41

土 壌 汚 染 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 2

騒 音 76 33 17 33 38 34 42 48 30 24 7s 63 74 14 602

振 動 17 13 3 3 5 4 6 6 2 1 17 11 17 1 106

地 盤 沈 下 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

悪 臭 29 17 2 12 14 13 9 13 9 14 30 42 39 6 249

そ の 他 3 0 0 0 1 0 1 1 0 0 0 1 0 0 7

計 158 82 30 60 72 ss 72 87 52 50 162 145 177 37 1,250

〔出所〕 横浜市公害対策局 『横浜環境白書』1984年 版,208ペ ージ。
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表2公 害苦情の種類別 ・発生源別の経年変化

騒音苦情の発生源別、年度別発生件数及び割合

年 度

発 生 源

55 56 57 58

件 % 件 % 件 % 件 ova

工 場 lfi6 27.6 141 24.3 124 17.9 108 17.9

事

業

場

音 響 機 器 105 17.5 1: ・ 209 30.2 171 28.4

人 声 20 3.3 6 1.0 4 0.6 7 1.2

深 夜 営 業 / // 4 0.7 7 1.0 6 1.0

冷 凍 設 備
54 9.0

15 2.6 10 1.5 5 o.s

空 調 機 器 25 4.3 3.0 4.3 10 1.7

拡 声 器 25 4.2 33 5.7 25 3.6 32 5.3

積降 し、駐車場 33 5.5 10 1.7 16 2.3 20 3.3

資 材 ・ 残 士 29 4.8 si 10.5 46 6.7 37 6.1

作 業 音 / // 28 4.8 30 4.3 35 5.8

そ の 他 / // 5 0.9 18 2.s 25 4.2

(小 計) 266 44.2 295 50.9 395 57.1 348 57.8

建 設 作 業 73 12.1 73 12.fi 84 12.1 79 13.1

生 活 騒 音 25 4.2 23 !' 18 2.6 21 3.5

そ の 他 14 2.5 7 1.2 10 1.2 5 1

交

通

道 路 29 4.8 21 3.6 35 5.1 29 4.8

鉄 道 18 3.0 11 1.9 16 2.3 7 1.2

航 空 機 11 1.$ 9 1.6 za 1.4 5 o.s

(小 計) 5$ 9.6 41 7.1 61
..

41 6.8

合 計 602 100 580 100 692 100 602 100

〔出所〕 前 掲書,209ペ ー ジ。

表3建 設騒音,建 設振動苦情件数の年度別全苦情件数との比

一 「「『54 55 56 5754 55 56 57 58

117 73 73 84 79

48 35 40 44 43

165 lOS 113 128 122

.8% 9.3 9.6 9.2 9.814

年

建 設 騒 音

建 設 振 動

(計

全苦情件数との比

〔出所 〕 同上,同 ペ ー ジ。
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表4悪 臭苦情の発生源別,年 度別発生件数及び割合

年 度

発 生 源

56 57 58

件 % 件 % 件 %

焼 却(ゴ ミ焼却,ボ イ ラー な ど) 33 15.2 54 18.9 42 16.9

畜産 ・農地など 17 7.8 40 14.0 43 17.3

塗装 ・塗装焼付 など 31 14.3 35 12.2 20 S.0

下水 ・排水処理 など 14 6.5 23 8.0 17 s.s

印刷 ・クリ0ニ ングな ど 9 4.1 13 4.6 16 6.4

食品製造 ・飲食店 18 S.3 i2 4.2 11 /1

金属加工 5 2.3 10 3.5 12 4.8

表面処理 / / 6 2.1 3 1.2

合成樹脂 / / 4 1.4 2 1

ゴミ処分地 / 一 一 3 1.2

土木建築現場 1 0.5 一 一 7 2.8

不明 30 13.$ 42 14.7 30 12.0

その他 59 27.2 47 is.4 43 17.3

合計 217 100 286 100 249 100

〔出所〕 横浜市公害対策局 『横浜環境白書』1983年,26ペ ージ。

表5振 動苦情 の発生 源,年 度別発生 件数及 び割合

年 度

発 生 源

55 56 5? 58

件 % 件 % 件 % 件 %

工 場 23 18.4 15 12.2 10 8.5 14 13.2

事

業

場

空 調 機 器 4 3.2 一 一 2 1.7 1 0.9

積 降 し,駐 車 場 3 2.4 一 一 1 0.9 2 1.9

資 材 ・ 残 土 13 10.4 33 26.9 20 X7.1 12 11.3

作 業 音 } 一 2 1.6 10 8.6 6 5.7

そ の 他 『 一 1 o.s 一 一 2 1.9

(小 計) 20 16.0 36 29.3 33 28.3 23 21.7

建 設 作 業 35 28.0 40 32.5 44 37.6 43 40.6

交

通

道 路 32 25.6 24 19.5 19 16.2 21 ・ ・

鉄 道 15 12.0 8 6.5 11 9.4 5 4.7

(小 計) 47 37.6 32 26.0 30 25.6 26 24.5

合 計 125 100 123 100 117 100 106 100

〔出所〕 同上,同 ペ ー ジ。
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けで な く,排 水 にあ たって も,辛 抱強 く,分 別排

水 も考 えるべ きで はなかろ うか。 どの家庭 で も,

どんな小 さい ゴ ミで もす くっ て下 水 道 に流 さな

い。油や残飯類 も予 め選 別 して取 り,流 さない。

そ の他 下水 道 を きれ い にす る運 動 を市 民 と行 政

が,知 慧 をだ し合 って対処 してい くことが大切 な

ので はなか ろうか。

もちろん事業場 ・工場 等 にお ける排 水規制 を見

る と,行 政 は一貫 して排 水基準 の遵 守状況 を把握

し さ らに 廃 水 処 理 施 設 の 維 持 管 理 を 行 い,延

1,070事 業 場(1985年 時点)の 立 入 り調 査 を し

た。 そ の結 果,約9%の 事 業 場 か らpHの 環境

基準 に違反 した事 実が あったので,処 理 施設の徹

底 した行 政 指 導 を実 施 した。 この 点 を評価 した

いQ

地下水汚染 や土壌汚染 につい ては,一 貫 した法

的 規制 が なか ったが,1986年1月 に 「トリ クロ

ロエチ レン等に関す る指 導要領」 に基 づいて指導

している点 も一歩前進 とい える。有 機塩素系溶剤

は,ド ライク リーニ ングや メ ッキ工 場,半 導体工

場 で使 わ れてお り,バ ー クロ,ト リクロの通称 で

呼 ばれ て い るが,こ れ らは,体 内 に蓄積 され る

と,肝 臓 ・腎臓 障害や 中枢神経 障害 を起 こす 原因

に な り,極 微量 で も,ガ ンを引 き起す疑 い もあ る

た め,厚 生 省 は,83年 に家庭 用 へ の 使 用禁 止 を

決定 した。

土壌 汚 染環境 基 準 につ い て も,1991年 環 境 庁

は,水 銀,カ ドミウム,PCBな どの有 害10物 質

につ い て,基 準 を設 け,94年 に は,有 機 塩 素化

合物10物 質,農 薬5物 質 の環境 基 準 を追加 し,

合計25項 目とな ったが,そ の裏 付 とな る法 律 は

まだ整備 されてい ない。 だが横浜 市で は,86年9

月施行 された 「工 場跡地 に係 る土壌 汚染対 策指導

要領 」 な どに基 づいて,汚 染 土壌 の大気 中へ の飛

散 や,公 共用水域,地 下水 の汚染 防止 を図 る等統
一的 な指 導 を実施 してい る

。 この結 果立入事業場

は90社,そ の うち5社 が排水 基準 値 や 管理 目標

値 をこえていたが,そ の後の指導 に よって,排 水

基準値 を遵守 させ てい る点 を評価 したい。 この点

は,市 環境 保全局 の環境 基準 の徹底 した行政指 導

の成 果で ある と解 してい る。 もちろ ん,こ れには

市民 に よる ウォ ッチ ング と一体化 した成果で はな

いか と考 え られ る。(こ の点,環 境保全局 『横浜環

境白書一 地球にや さ しい都 市横浜 め ざして一 』

1991年,7～8ペ ージを参照 されたい)。

この点 をあ えて紹 介 し,検 討 したの は,従 来の

経済学 で は水循環 を通 した環境保全 ・創造 につい

ては殆 ん ど研究 されて こなか った。 私 たち人間の

活動 に よって生 じる もの を 自然界 の中 で,適 切 に

循環 で きる ように し環境へ の負担 を少 な くして,

自然 との共生 をたえず はか ってい くこ とが新 しい

経 済学の課題 であ り,足 元 の横 浜市の地域環境 の

保全 ・創造 の研 究は,ま さに重要で ある(15)。

(3)横 浜市の公害対策の推進と快適環境をめ ざして
一1980年 代後半のよこはまの環境政策の問題点一一

(a)横 浜市環 境憲章 と環境 管理計画 の問題

1980年 代後 半前 後 か ら横 浜 市 は,従 来 の 公害

対策 と環境 対策の蓄積 に基づ いて,新 しく 「環境

基 本 憲 章」(昭 和63年 『横 浜環 境 白書』)を 表 明

し,総 合 的環境政 策 を着実 に実施 す るよ うになっ

た。「憲章 』の一部 を紹 介す る{ie?。

「わた くした ち人 間 は,自 然 か ら多 くの恵 み を

受 ける と と もに,長 い歴 史 を通 じて 自然 を生 か

し,あ るいは これ に働 きかけて新 たな環境 をつ く

りだ して きま した。 こ とに,都 市 にお いて は,人

為 的 に環境 をつ くりだ してお り,わ た くした ちの

生活す る都 市 よこは まにおい て も,自 然 的 な もの

と人為 的 な もの とが密接 にか かわ りあ って都市環

境が形 成 され て きました。

した が って,21世 紀 に向 けて わ た く した ちの

求 める良好 な都市環境 を形成 する には,都 市 は人

間の生活す る空間であ る とい う認識 にたって,快

適な都 市づ くりの基盤 となる社 会資本 の整備 を図

りつつ,自 然 と人間 との調和 のあ る都市づ くりを

目指す こ とが必要です」

この横 浜市 環境 基 本憲 章 には,21世 紀 に 向 け

ての 自然 環境 との調和 を図 りつつ,社 会資本 を充

実 してい くとい う理念 を もち,か つ環境保 全 ・創

造 と都市 づ くりとの調和 を図 る とい う思想が横 た

わってい る。 そ こには,市 民,事 業者,行 政 がそ

れぞれの役割分担 を踏 えて一体 となった都市 つ く
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りを目指 して い くとい う姿勢 があ る。三者 が一体

とな って 「安全 で快 適 な市民生 活 をお くれる良好

な環境都 市 よこは ま」 を実現す る道 を示 した もの

で あ る。その道 は次の5点 に要 約 され ている。

1.自 然 の適 正 な保 全 ・活 用 を図 り,災 害や 公

害か ら市 民 生 活 を守 る都 市 環境 を確 保 しよ

う。

2.健 康 な市 民 をは ぐ くみ,人 間性 豊か な都 市

環境 を実現 しよう。

3.生 活 に必 要 な都 市 施設 な どが 充実 し,市 民

生活 の利便性 が確 保 され る都 市環境 を整備 し

よう。

4.豊 かな市民 生活 をさ さえる活 力 あ る都 市環

境 を形成 しよう。

5.水 やみ ど りとのふ れ あいが あ り,よ こは ま

の歴 史 ・文化 ・国際性 を生 か した個性 ある快

適 な都 市環境 を創 造 しよ う。

この5点 の 目標 を実現 す るために,個 々の具体

的個別 的環境 対策 を どの ように連動 させ るかが大

きな課題 にな る。 もちろん この5つ の 目標 それ 自

体 は,都 市 環境 の保 全 ・創 造 の 意 味 を もっ て い

る。 だが,都 市 よこは まの魅 力 と活力 をどの よう

に歴 史的に受け とめ,未 来 に向って創 造 してい く

か とい う問題 意識 を もたせ るよ うな内容 を もった

憲 章 に して ほ しか っ た。 「水 や み ど り」 そ して

「きれ い な大 気 の保 全 」 よ こ は まの 近 代 の 歴 史

性,文 化性,国 際性 を生か した個性溢 れ る快 適 な

都市 環境 をひ と りひ と りが創 造 してい く問題意識

を育て る ことが必要 ではなか ったか。

に もかか わ らず1980年 代 後 半 の公 害対 策 の推

進 と快 適 環境 をめ ざ して 『横 浜環 境 白書』(昭 和

61年 版)に か かげた点 を評価 した い。

と ころで,80年 代 後 半 に な っ て,横 浜 市 は,

環境 行政 の総合 的推 進 に力 を入れ た。市民 の生活

環境へ のニー ズが高 ま り,落 着 いた 「うるおい」

と 「やす ら ぎ」 の あ る環境 を求 め る よ う に な っ

た。 この背景 には,社 会経済 の構造 変化,と くに

人 口構 成の高齢化,所 得水準 の相 対的 向上化,少

子化社 会,生 活構造 の多様化 な どによる市民 意識

も変容 して きたこ とをあ げる ことがで きる。 こう

した変容 は,同 時 に,す で にマ ンモス化 している

都 市 にお け る土地の高密 度利用,利 便性 の増加 に

もとず く交通 の激増,と くに自動車公 害の激増,

近 隣騒音,生 活系排 水 に よる河川 ・海域 の汚濁 に

み られ る都市 ・生活型公 害の表面化,み どり地域

の減 少,自 動車 交通の激増 に伴 う大気汚 染の定着

化 な ど都市環境破壊 も進 んでい る。

こう した事態 に対 して,市 は従来通 りの公害 に

係 る規制,指 導,環 境影響 評価 制度 の運 用,下 水

道 の整備,公 園の整備,都 市 デザ イ ンを と り入れ

た街 づ く り,各 種 事業 の実 施に当 っての環境保 全

対 策 な ど環境 関連 の さまざ まな施策 を広範 囲 に実

施 して,先 述 の環境 基本憲 章の理念 に添 って良好

な環境 の保全 ・創 造 に努 めて きた。 だが この点 も

きわめて実直 にい えば,事 後的 ・対症療 法的 な も

のや,中 途半端 な もの もあった。だが この点の反

省 に立 って,市 民 の望 む良好 な都 市環境 を実現 す

るため に,「 都市 は市 民 の生活 の場 で あ る とい う

認 識 を もっ て」働都 市 基 盤 の整 備 を図 りつつ,自

然 的な もの と人工 的 な もの とが調和 した都市づ く

りを進 め るこ との必 要性 を説 くようになった。 こ

の点 は当時 として も,い ま も評価 した い。環境 の

範 囲 を広 く把握 した うえで,公 害 防止,安 全面 の

施策 だけで はな く,プ ロムナー ドづ くり,各 種 公

園 の 整備,良 好 な緑 地 の 保全 ・創 造,街 路 の緑

地,新 水 空 間の整備,良 好 な都市 景観の創 出,文

化 ・スポー ツ ・レク リェー シ ョン施設の整備 な ど

の ハ ー ドの側 面 だ けで な く,環 境 保 全 意 識 の 普

及 ・啓発 な どの ソフ トの面 も含 め,総 合 的 ・計画

的 な環境 行政 を展 開 してい く方 向 を示 しただけで

な く実践 して きた。 したが って1986年 の 「環境

基本憲 章」 を制定す る意味が あった し,こ れを具

体 化 す るため に環境 管 理 計 画 を策定 したの で あ

る。 もちろん,こ の中で,環 境行 政 を担 う職員 の

意識変革 も重要で あった。 この点 を 自らの課題 と

して環境管 理計 画 を作 ったのであ る。 この環境管

理計 画 は,同 時 に 「よこは ま21世 紀 プ ラ ン」 の

理 論編 になったので ある。

この環境 管 理計 画 は,80年 代 後 半 の 市 の環 境

行 政の理念 の基 盤 となったのであ る。 と くによこ

は まの歴 史や文化 を踏 えた街づ くりを進 め る と同

時 に,レ ク リェー シ ョンの場 や良好 な景観 をつ く
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る と同時 に,私 たち市 民が 自ら 「うるお いやや す

らぎ」 を与 える 「水 やみ どり」 を生か した よこは

まの歴 史的個性 とよこは ま固有 の都 市環境づ くり

をす る ことによって行政 も活性化 し,私 たち も活

性化す る とい う共生,共 存,共 栄の まちづ くりを

志 向 したので ある。

(b)よ こ は ま 「環 境 管理 計 画」(1986年3月)

とは何 か

ところ で,80年 代 後 半,横 浜 の 環境 行政 の 中

軸 となった 『環境 管理計 画(「 環境 プラン21」1986

年)』 とは何 で あ った のか,そ の基 本 理念 を改 め

て検 証 してみ よう。

86年 の環境 プ ラ ン21は,本 プ ラ ンの必然性 を

こういってい る。

「近 年,自 動 車 走 行 に起 因 す る大 気 汚 染 や 騒

音 ・振動,音 響 機器 ・クー ラー等 の使 用 に伴 う近

隣騒音 な ど都市 生活 を営 む中で発生 す る都市 ・生

活型公害 が表面化す る一方で,市 民 は公害の 防止

だ けでな く快 適 な よ りよい環境 を求め るな ど,環

境 問題 は複雑 ・多様化 して いる」

こ う した事態 に対応 す るために新 しい環境 プ ラ

ンを考 えた とい う。 問題 は80年 代 にお ける 日本

の経 済社 会 の多様 な発展 に対応 す る環境計画 のあ

り方 であ る。

もち ろん,わ た くし自身,こ の計画 に参加 した

ひ と りと して,そ の理 念 を評価 した。す で に80

年代 に入 って,国 際的 には,環 境 保全 と開発 との

関係 を トレー ド ・オ フ と して把 握 す るの で は な

く,環 境 保 全 を前 提 と した開発 を考 え る よ うに

なった。す で に1972年6月 の国 連環 境 会議 に世

界114か 国 が参加 し,「 人間環境 を保 護 し,改 善

させ るこ とは,す べ ての政府の義務 であ る」 とし

「人間環境 宣言」 を採択 した。1987年 の 国連賢 人

会 議(世 界環境 と開発委員会)に お い て 「私 た ち

共 有 の 未 来」 の 中 で,持 続可 能 な発 展 が提 案 さ

れ,国 連 で採 択 され,92年 の 「リオ宣 言」 の 基

本 理 念 とな っ た。 この 持 続 可 能 な発 展(Sustai-

nableDevelopment)は,本 来 的には,環 境 「維持

可 能 な発 展」 と考 え るべ きであ る とい う主 張 も

あった。要す る人間環境会議 で も,環 境 の保全 ・

創造 の もとに成 長 を考 える とい う理念 であ った。

こう した世 界的 な環境 問題 に対 して も,よ こは

まの環境 政策 は対応 した原則 をもったのであ る。

「横浜 環境 管理計 画(環 境 プラン)」の対 象 とす る

範 囲 は,港 湾都 市,工 業都市 及び住宅都市 という

諸機 能 を もつ人口 な どの密 度の高 い大都 市であ る

こと,ま た前 述の環境 に対 す る横浜市民 のニ ーズ

の多様性 を考慮 して総合 的視点か ら環境 を市民 の

立場 か ら管 理 してい くとい う考 え方 を打 ち出 した

のであ る。

環境管理 計画 は,環 境 要素の構成 と して,生 存

環境(自 然,公 害,安 全,保 健 ・福祉)と 生 活 ・生

産環境(都 市基盤,経 済,教 育,地 域社 会)と 快 適

環 境(み ど り,水 辺,景 観,歴 史 ・文 化,ス ポ ー

ッ ・レク リェ ーシ ョン)を 取 り上 げ,こ れ らの環

境要素 の関連性 を含 めて,都 市 の環境 を総合 的に

考 えてい くとい うものであ る。

環境 管理 計画 は,「 都 市 基盤 の整 備 及 び市民 ・

経済活動 の活性化 を踏 まえなが ら,安 全性 ・保健

性 ・利便性 ・快適性 などを兼 ね備 えた総合 的にみ

て良好 な都市環境 の形成 を 目指 してお り,各 種 の

計 画や事業 を環境 に配慮 した よ りよい もの となる

よう誘導す る指針 と しての性格 を持 ってい る」 と

い う。 この計 画 は,1986年 か ら2000年 となって

いる。

この考 え方 にた って,望 ま しい都市環境 像,環

境 目標,環 境 資源の利用 にあ たっての基 本方針,

環境保全 ・創 造の基本 的施 策,地 域 ごとの環境特

性 と環境へ の配慮指針 を示 しているが,環 境要素

の 関連性 を どの ように管理 してい くかの手法 を多

面的 に示すべ きだった と思 う。環境保 全 ・創 造 を

前提 とした都市化 を どの よ うに管理 す るか を個 別

具体 的 に考 えて は ど うで あ ろ うか。例 えば,「 う

るお い ・やす らぎ」 を求 める指標 と してみ ど り,

水辺,景 観 歴 史 ・文化,ス ポー ツ ・レクリエー

シ ョンと都市基盤 を強化す る こと とどの ように関

連づけ るか も示 すべ きであった と考 える。

この点,当 時快 適環境づ くりの推進 と して金沢

区ア メニ テ ィ ・タウ ン計画 を策定 し,実 行 した点

は,そ の後 の全市域 を対 象 と して アメニテ ィ ・タ

ウ ン作 りを着実 に進 め た こ と もひ とつ の 前進 で
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あった。 だが,環 境 庁,横 浜市,市 民 の一体 化 し

た 「の びの び とした空 間,さ わやか な空気,き れ

いな水,豊 か な緑,美 しい街 並み,歴 史 的雰囲気

な ど快 適 な環境づ くりは,た しか に人間の情 操 を

高 め,子 どもたちの成長 に とって も,さ まざまな

心 の豊 か さを 自然 に もた らしてい く。」 この 点 に

配慮 した街づ くりを 目標 に,全 市域 で,実 践 した

点,環 境管理計 画の成果で あろ う。

市 当局が,下 か らの快適環境 づ く りの条件 を多

面 的 に作 って い くこ とを具体化 して い くこ とにあ

る。市 民,事 業者,行 政の それぞれ の役割 を生か

して,た えず知 的,理 性的 緊張 関係 を もって実践

す れば,良 好 な環境 をひ とつ ひ とつ築 くこ とがで

きるの であ る。 この点 で,80年 代 後 半 に作 成 し

た環境 管理計画 は具体化 され,そ の生命力 を今 日

まで引 き継い でい る といって よいで あろ う。

こ こ で大 気 汚 染 問 題 を主 題 と し て考 え た の

は,70年 代 後半 か ら,日 本 の大 気 汚染 の 中心 課

題 が工 場 か ら排 出 され る二酸 化 硫 黄(SO、)が 減

少 して,自 動車 の販売台数 の急増 に伴 う自動 車利

用 に よ る 自 動 車 排 出 ガ ス で あ る 二 酸 化 窒 素

(NO、)へ 移行 したか らであ る。 図7の よ うにNO,

の経年 変化 は横這 い傾 向 にある。大気汚染 は,大

都市 の幹線道路沿 道のみ な らず,中 小都市 の道路

沿道 へ と拡が りをみせてい る。NO、 は水 に溶 け に

くい。 した が っ て一 般市 民 の肺 部 の奥 深 く侵 入

し,気 管支や肺胞 を傷つ け,気 管 支ぜ んそ くなど

をひ きやす くす る。 それ だけで な く発 ガ ン物 質 を

含 んでい るともいわれ,人 間の健康 に対 して きわ

め て有 害 な物質 を含 んで いる ともい われ てい る。

だか ら七大都 市 だけで な く環境庁 も真剣 に取組 む

ようにな った。 こ こであ えて取上 げ た。

また浮遊粒 子状物 質(SPM=SuspendedParticu-

lateMatter)も 大気汚染 物質の ひ とつで あ り,工

場の ばい煙,道 路舗装粉 塵 な ども含 むが,な りよ

り も全 体 の40%～50%が デ ィー ゼ ル 排 気 粒 子

(DEP=DieselExhaustParticles)と 呼 ば れ て い

る。 トラ ック な どが排 出す る黒 煙 の正 体 が この

DEPで ベ ンツ ピ レ ンや ニ トロ ピ レンな ど発 ガ ン

物 質 も含 まれ て い る。SPMの 経 年 変 化 を み る

と,94年 は 増 加 に転 じ た(図7)。SPMは1989

年か ら規 制 され ているが,一 都三県 の 自動車排気

ガス測 定局で は基準値 をクリア した ところは1ヶ

所 もな い。1978年3月,中 央 公 害対 策審 議 会 会

長か ら環境庁 長官へ提 出 された答 申では,健 康へ

の影 響 が 出始 め る と判 定 され て い る年 平均 濃 度

は,0.03ppmと され てい る(な お 「市民 による 日

本環境 報 告」『世界』1996年11月 号 で 藤 田敏 夫 氏

は,大 気汚染源は私 たちの車であ ることを分析 して

いる)。

(4)改 めて ・'i年代後半の大気汚染防止策 と

しての自動車公害対策

(a)自 動車公害対策

図7NO2及 びSPMの 年平均値の経年変化

(0.06ppm)

(mg/,m3)

0.050.・49α052・ ・5・ 。48・ ・5・ 。。40.052。48。 。48
0.a4SPM(

mg/m3)

0.04

0.0320.0340,0340.0340.0330.0340.0340.0340.0340.031
NOa(ppm)0.03

o.00
85868788899091929394(年)

NO2は 自動車排ガス測定局239局 平均
SPMは 〃54局 平均(環 境庁)'
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2000年 に な って も市 民 の 自動車 公 害 へ の 関心

度 は高 い。 ひと りひ と りは,大 気汚染 が防止 され

るこ とを望んで いる。 だが他方 で 自動 車の利便性

と生 産性 の効果 を認めて いる。私 た ち市民 は,ク

ルマにつ いての二律 背反 の意識 を もっている。多

分1985年 だ った と思 う。神 奈 川県 の 環境 部大 気

保全 課が実施 した 「自動車 公害 に関す る県民意識

把 握の ための ア ンケー ト調査」 に よる と,横 浜市

民 は,自 分 の住 んで いる周辺の生活環境,居 住感

等(交 通,買 物,イ ンフラの整備状況等)に つ い て

の 解 答 に よれ ば,「 よ い」15.4%,「 まあ まあ よ

い」 が35.4%,「 普通」21.7%,「 やや悪い」18.9%,

「悪 い」8.6%で あ る。 「よい」 「まあ ま あ よい」

を合 わせ る と,50%以 上 で あ る。生 活 環境 は良

い方 向 に進 ん でい る こ と を示 した。 この 点 は90

年代 に入 って も増 加 してい る。だが 「やや悪い」

「悪 い」 を合せ て27.5%で あ るこ とを肝 に銘 じて

ほ しい。 この点 は90年 代 に なって もあ ま り変化

してい ない。

自動 車 公 害 につ い て の 関 心 度 は,90%で あ

る。 自動車公害 の一翼 を担 ってい るマ イカーの使

用 状 況 を み る と,「 通 勤 ・通 学」が25.4%}「 仕

事」が13.2%,「 送迎」 が5.6%,「 買物 ・家事」

が28.8%,「 レジ ャー」が23.5%,「 そ の 他」が

3%で あ る。

一 方電車バ ス等 の公共交通機 関が十分 に整備 さ

れ,混 雑が緩和 された場合 マイ カー をやめて 「公

共 交 通 機 関 を利 用 す る」 と答 え た もの は,43%

であ った。「利用 しない」と明言 した ものは,23%

で あった。い ま改 めて,こ うした結 果 を確認 した

の は,そ の後,公 共交 通機 関 も整備 され,市 民 に

とってか な りの利便性 を提供 してい る。 エ コカー

を提 唱 して環境 に配慮 した運転 や利用 を呼びか け

た り,市 民 との共生 の問題 意識 を もって市の交通

局 と環境保全 局 とが連 けい して 身近 な ところか ら

環境保全 ・創 造運動 を展 開 している点 を評価すべ

きで あろ う。

今 日,ク ルマ メー カー に とって も環境規制 に ど

の ように対処す るかが,経 営 の存在 にかかわ る問

題 にな っている。

1999年8月 末,東 京 都 は,都 民 を クルマ の排

一53一

ガスか ら都 民の健康 を守 るため に,微 粒 子 除去装

置 な どの環 境対 策 を施 してい ない デ ィー ゼ ル車

NO作 戦,を 提 唱 した。 ところが 同車 メー カーは

反発 した。 この点の理 由は欧州 で は,呼 吸器 の病

気 を引 き起 こす窒素 酸 化物(Nox)や 浮遊 性微粒

子 が多 くて も,地 球温暖化 の原因 となる二 酸化炭

素(Co、)の 排 出が 少 な いデ ィー ゼ ルエ ン ジ ン車

は,環 境 に対 して優 しい と車 として幅 を利かせ て

い るか らだ と。 この指摘 は,デ ィーゼルエ ンジ ン

車 につ いて も,欧 州 は,規 制 は厳 しい。総量 の抑

制 の一 環 として対処 して いるのであ る。

問題 は,日 本 の大気汚染,と くに七大都 市で厳

し く問題 に したの は こ うで あ る。70年 代 の公 害

の元 凶 は,98年 の本論 文 の 中間報 告 で も述 べ た

よ う に,鉛 と一 酸 化 炭 素 で あ っ た。80年 代 以

降,NOxと 浮遊 性微 粒 子 に な り,90年 代 も,こ

の問題 は変 っていない。最 も重要 な こ とは,市 民

の健康 を守 る ことであ る。

横 浜市 の対応 の原点 もここにあ った。1986年4

月,中 央公害対 策審議会 の環境 保健部会 の報告書

は,今 日で も評 価 さ れ て い る。そ れ は,こ うで

あ った。 大気汚染 と慢性 閉塞性肺疾患 の関係 は密

接 な関係 を もち,現 在 も,過 去 も,大 気汚染 は,

化石燃料 の燃焼 に よる もの である。現 在 で も大気

汚染 は,二 酸化硫 黄,二 酸化 窒素及 び大気 中粒子

状 物 質(浮 遊粒子状物質)の3つ の 汚染 物 質 で代

表 され ている。だが,燃 料消 費事情,汚 染 対策,

発生源対 策,発 生源 の変化,と くに交 通機 関の構

造変化 に よって,わ が国の最近 の大気 汚染 は,酸

化窒 素 と大気 中粒子状 物質が と くに注 目され る汚

染物 質であ る と考え られ てい る。 こう した趣 旨の

レポー トは,今 日も正論 であ る。

市民 の環境 は,そ の基本 的人権 と結 びつい てお

り,生 命,健 康,生 育,教 育,労 働,人 格 の諸権

利 を守 る こ とに あ る。 と くに私 た ち は人 間共通

に,健 康や福祉 を守 り,次 世代 に継 承 される努力

を しな けれ ばな らない。一 言でい えば,市 民 は人

間の環境権 を守 ってい くとい う基本的理 念 を もっ

た環境政策 を期待 しているのであ る。

横浜市 にお ける 自動 車公害対策 の基本理念 は,

公害 の実態 を調査 ・点検 し,な にが公害,環 境破
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壊 の原 因 で あ り,そ れ が どの よ うな経 路 で 発 生

し,そ の ような結果 を もた らしたか を究明す るこ

とにあった。 この点,横 浜市 は一 貫 して市民 の立

場 か ら環境 ・保全 ・創 造の立場 を貫徹 してい る。

86年 に公 表 した 『横 浜市 自動 車 公 害 防 止 計 画』

(横浜市)は,そ の基本方針 をこ う述べ てい る⑯。

「自動 車公害 に対 処す るこ とに は,市 内 の 自動

車公害 の状 況及 び発生 要因 を把握 す る とともに,

自動車 交通 に係 りの大 きい諸事情 や 自動車交通 の

動 向等 を踏 まえ,地 域 の特性 に応 じて,現 状 の道

路沿道 の環境 を改善 す る施策 は もとよ り,新 たな

自動車 公害 を生 じさせ ない よ う未 然防止の観 点か

らの施 策 を講 じてい く必要が ある。

また,こ れ らの施 策 を有効かつ 適切 に講 じてい

くためには,長 期 的な視点 に立 ち,総 合的,計 画

的 に推進 してい く必要 があ る,と い う点で ある。

以前 に も指摘 した ことがあ るが,自 動車防止計

画 は,(1>地 域特 性 に応 じた施策 の推 進,(2)未 然 防

止の観 点か らの施策 の推 進,(3)総 合 的 な施策 の推

進 をす る とい う もの であ る。例 えば(1)につい て要

約 す る と,こ うで ある。(1)につ いては,横 浜市 の

自動車交通 の地域 特性 を示 して いる。 大型 トラ ッ

クの激増地域 は,横 浜港 を背景 に した臨海部 であ

り,事 務用 自動 車 は,都 市 中心部か ら商業 ・工業

地域 に及 んでい る。 さらに大型 トラック,業 務用

自動車,マ イカー な ど多 様な クルマの交通量 の多

い既 成市街地,さ らに貨物車,乗 用車 が急 増 して

い る郊外地域 であ る。 それぞれの地域 におけ る効

果 的 な 自動車 公 害 を どうす るか で あ る。90年 代

全般 につ いてはあ とで論述 す る。

第2の 課 題 は,公 害 の未 然 防止 で あ る。 こ の

点,自 動車公害 につい て も,で きるだけ排 ガス を

抑制 し,環 境基準 に適合 させ るこ とである。横浜

市 がみ な とみ らい21計 画,港 北 ニ ュー タウ ンの

整備 な ど,直 接,間 接 的 に 自動 車交通 と係 りの深

い都 市事 業の環 境へ の配慮 を重視 して い る。 「本

当 は環境 管理計画 の活用等 に よ り,地 域 の環境特

性 を把握 し,周 辺環境 に及 ぼす 自動車公害 の防止

に努 める もの とす る。 また一定規模 以上の道路 や

開発計画 に当た っては環境 へ のイ ンパ ンクを軸 に

計画すべ きであ ろ う。

第3に,従 来 の個 別 的,局 所 的 施 策 だ け で な

く,新 しい視点か らの総 合的施策 を必 要 とす る。

こ う した 自動車 公 害 防止 対 策 は,80年 代 の横

浜市の基本 課題で もあった。 したがって,改 め て

現代 の市場経済 の課題 と自動 車公害 の課 題 を整理

してお く。

(b)自 動車産 業の再編 と環境規 制

ドイ ツの フ ォル ク ス ワー ゲ ン社 は,1999年 に

な って トヨタか らガソ リ ンエ ンジ ンのNOx対 策

技術 を購入す る こと,逆 に トヨタは,欧 州で売 る

乗 用車 向けに,フ ラ ンスプ ジ ョー か ら環境 にや さ

しい とい われる小 型デ ィーゼルエ ンジンを買 う予

定であ る。 この方面の技術 で,ア メ リカの フ ォー

ドとプ ジ ョー との協 力 関係 が生 まれ た。 これ ら

は,進 出先 の 自動 車公害 防止 の環境規制 にいか に

対応 す るか のメー カー側 の姿勢 であ る。

ア メ リカ の カ リ フ ォル ニ ア 州 の 大 気 資 源 局

(CARB)で,い まで も厳 しい 規 制 を して い るの

は炭化 水素 である。 この 資源局 は,GMや フ ォー

ド,日 本の本 田技研 工業 に多額 の制裁金 を科 し,

環境調査 に協力 を促 進 して きた。 い ま世界市場 戦

略 で競 争上優 位 に立 つ ためには,環 境規制 に どの

よ うに クリアす るかであ る。 内燃 機関 をで きるだ

け使用 しないクルマ を どの ように作 るか にあ る。

アメ リカのサ ク ラメン トでは,燃 料電池車 の普及

を 目指 す た め に,ダ イ ム ラ ー ク ラ イ ス ラ ー,

フ ォー ド,バ ラー ト,テ キサ コ,シ ェル石油 会社

が共 同で地球環境 にや さ しいクルマ開発 に乗 りだ

した。 これ には本 田 も,フ ォル クス ワー ゲ ンも参

加す る とい う(19)。こ うした姿 勢 は住 民 の健康,環

境 を優先 した クルマ作 りを 目指 し始め た点 に特 色

があ る。

この 点,横 浜 市 も神 奈 川県 も,東 京 都,大 阪

市,神 戸市,川 崎市 な どは,一 貫 して公害 の発 生

源 対 策 を打 ちだ し,低 公 害化 対 策,メ タノ ー ル

車,電 気 自動 車,ハ イブ リ ッ トカーな ど低公害車

の 開発普 及 を主 張 し,メ ー カー側 に要 請 して き

た。 い ま世界 的規模 で,自 動車公害 防止の 中心課

題 が発 生源対 策 になって きた こ とを示 した もので

ある⑫0。
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この点 の事情 につ いては,拙 著 『横 浜市 にお け

る 自動 車 公 害 問 題 の 政 策科 学 的 研 究』(白 桃 書

房,1988年)の 中 で,実 証 的,理 論 的 に 集 約 し

た。 その 第3章 は,「 横 浜市 の 自動 車公 害対 策 の

体系 と施策 を吟味す る」 とい うテーマ で論述 して

い る。

その 中で79年 規制,80年 規制 が実 施 された段

階 で,乗 用車 以 外 の ガ ソ リ ン ・LPG車 の 窒素 酸

化 物排 出量 は,未 規 制 時 の 約70～80%,デ ィー

ゼ ル車 は,未 規制 時 の約50%を 削 減 した こ とを

論 じた。

また,デ ィーゼル乗用車 について は,手 動 変速

機 付 が1986年 に規 制 強化 され,自 動 変速 機付 が

1987年 か ら規制 強化 され た。 デ ィー ゼ ル車 の窒

素酸 化 物排 出量 は,さ らに未 規制 の60～70%削

減 され るこ とになった。

こう した措置 を しない 限 り,車 の保有台数,走

行量 の増 大 に伴 う排 出ガスに対抗 で きなかったか

らであ る。環境庁 は,当 時 もっと踏み込 んだ規制

をすべ きであ った。

大気汚 染防止の一貫 と して の 自動 車公害 防止 だ

けの 問題 に限定せず,自 動車騒音対 策 に も力 を入

れ た。 この対策 と交通管理,道 路構 造対策,ま ち

づ くりを関連 させ て取組 む ことを考 えた。

当時,80年 代 か ら90年 にか けての 自動車 公害

防止の主要課題 を整理す る。 第1は,窒 素 酸化 物

の発生源対 策であ った。 自動車の低 公害化,つ ま

り電気 自動車,メ タノー ル車 の 自立的技術 開発 と

普及 を0貫 して持続 す るこ とにあ る。第2は,当

時,議 論 され た発生 源対策 としての社会 的費用 の

問題 で あ る。環境 庁 は,70年 に公 害 に よる社 会

的費用(試 算)を 公 表 した。 これ による と農 業 は

水質汚濁 に よる生産減 少分220億 円損 失費用,漁

業 は被害 額161億 円,い まここで 問題 に して いる

「大 気汚 染 に よって支 出 を余儀 な くされて い る家

計」 その担 い手 であ る都市市民 は4,139億 円の損

失 であ り,さ らに間接 的損 失 と して企業 の公害防

止 費用 は7,800億 円で あ り,政 府 は,公 害 防止関

係 費3,023億 円であ る とい う(zi)。

これ らの直接 的損 失 と間接的損 失 を合計す る と

15,343億 円で あ り,国 民1人 当 りの社 会 的 費用
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は14,793円 であ る。 この試 算 に よって,72年 の

『白書』 にお け る1人 当た り大気 汚染 に よる負担

額 は2,892円 であ る。70年 を基準 と して72年 の

価 値上 昇率 を30%と して計 算 す る と,一 人 当 り

の負担金 は約3,800円 であ る。当時横浜 市320万

人で計算す ると,大 気汚染 による家計損 失費 は,

約122億 円であ る。

この数字 を想定 して,大 気汚染対 策費 の2分 の

1を 市 民 の生 活環境 費 に廻 わせ ば,「 快適 環境」

に近づ くの ではないか と思 う。 こん ご,公 害の社

会的費用の客観 的分析 は必 要であ る。今 日,問 題

に なってい る環境 税の発想 も,こ の考 えか たに共

通 して いる。運輸 省 な どが2000年 の税制 改 正要

望 に盛 りこんだ主 な項 目をみ る と,消 費税 を含 め

9種 類 あ る 自動 車関係 の税 金の うち,国 税 の 自動

車 重量 税 と地 方税 の 自動 車税(軽 自動車税含む)

につい て,燃 費の効率の よい車 には減税 し,効 率

の悪い車 には増税 す る とい う自動 車税制 の グリー

ン化で ある。正確 に表現す る と,環 境税 の採用で

あ る。環境 を汚染す るモ ノやサ ー ビス に一定割合

で課税 を し,そ の資金 を環境保全 と創 造 に配分 し

ようとす る ものである。環境保全 と創 造 に貢献す

るモ ノやサ ー ビスに対 しては税 金 を軽 くしようと

い う税 の シ ス テム で あ る。す で に オ ラ ン ダや ス

ウェー デ ンな どで は環境税 を採用 し,こ の資金 で

環境 政策 費に配分 してい る。本来,政 府 は,早 い

段階か ら環境税 を設 定 し,大 気汚染 防止や水質汚

濁 防止 な どの 費用 にあて るだけでな く,発 生者へ

の負 担 を させ る(課 税)シ ス テ ム を作 るべ きで

あ った。環境 税 が 取 上 げ られ る よ うに な っ たの

は,97年12月 の 「気 候変動 枠組 み条 約 第3回 締

結 会議(=COP3)で,CO,な ど温 室 効 果 ガ ス に

つ いて1990年 を基 準 と し,2000年 前 後 を 目標 に

日本6%,ア メ リカ7%,EU8%な ど主 要 各

国の削減 目標 を決めた。 この決定 は,日 本 がいか

に地域 にや さ しく対応す るか を問 われた。 この点

を経済理論 的 に検討 してみ よ う。

(c)環 境保全の経済手段 を考える

環境庁の地域環境経済研究会は,1990年 『地

域環境の政治経済学』で,環 境保全の経済的解決
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手段を考えた㈱。そのポイントを要約 し,コ メ ン

トする。

経済的手段 は,最 小 の費用 で環境破壊 を抑制

し,長 期的には環境改善のための技術革新を促進

させる点で,0般 的には,直 接規制 より前進 して

いるという。直接規制とは,外 部費用 も考慮 に入

れた上で社会の利益を最大にするような最適な汚

染物質の排出総量を決め,そ れを各企業に割 り当

て,守 らせることによって,排 出総量を規制 しよ

うという方法である。これは,排 出総量規制方式

であ り,同 時に次のような難点をどのように克服

するかが課題である。

この方式は,汚 染量 を各企 業に割 り当てる際

に,資 源配分の効率性が損われるという。つまり

各企業がそれぞれ決められた排出量を維持 しつつ

社会全体の排出総量を守 りつつ,一 ・方で社会全体

の財の生産量 を最大にすることができない可能性

が生まれてくる。たとえば,よ り少ない汚染物質

を排出する企業で,同 じ生産をできる企業 とでき

ない企業があると仮定する。この場合,排 出総量

規制 を守 りつつ社会全体の財の生産量を最大にす

るためには,汚 染物質排出が少な くてすむ企業に

対 しては相対的に排出量を多 く割当てることに

よって解決するという。だが現実には,汚 染物質

の少ない排出企業に対する割当てが過少になり,

そ うでない企業に対する割当てが過多になり,資

源配分の効率性 が損 われる可能性がでてくるとい

う。

そうだとすれば,直 接規制は,企 業に とって合

理的規制 とならな くなる。問題は,最 適 な汚染物

質の排 出総量をどのように決定 し,そ れを各企業

にどのように割 り当てるかにある。この点の社会

的合意をどのようにえられるようにするかであ

る(23)。この考 え方 は,環 境保全のための新 しい市

場,つ ま り排 出権の売買市場の創設 と共通してい

る。たとえば,こ の排 出権売買市場 とは社会全体

としての大気汚染物質の許容排出量を決めてお

き,つ ぎに各工場 ごとに割当て,そ の割当量 を越

える工場 は,余 裕のあ る他の工場 か ら排 出権 を

買って操業し,全 体 として効率的な排出削減 を図

る市場のことである。

この仕組 み は,地 球温 暖化 対策 のた め に二酸化

炭素排 出許可証 を売 買す る方式 であ る。 さ らに国

立 環境 研 究 所 が 問題 提 起 した 方 式 が エ コ ライ ト

(Eco‐right)で あ る。そ れ は も う一 方 の総 量 規制

の経 済学 的手法 であ った。エ コライ トとは,企 業

が生 産活動 に ともなって排 出す る二酸化 炭素 な ど

の温 室効 果 ガス を大気 中 に排 出す る権利 の こ とで

ある。 この よ うな温 室効 果 ガスの排 出権 をエ コラ

イ トと呼 ぶの は排 出権 の総量 の決定や各 国へ の割

当て に際 して,多 様 な温 室効果 ガスを考慮 しただ

けで な く,温 室効 果 ガスの吸収 源 であ る森林 な ど

の地域生 態系 をも考慮 に入れ たい か らだ とい う。

今 後,こ の方 式 を どの よ うに具 体 化 す るか で あ

る。例 えば専 門家の科学 的知見 に よって,あ る期

間(例 えば3～5年 程度)の 世界全 体 の二 酸化 炭 素

の排 出許可総量 を決定 す る。 そ してその総量 に対

応 してエ コラ イ トを発行 し,そ れ を世 界人 口 に占

め る各 国の人 口比率 に応 じて,そ の政 府 に割 り当

て る。 た とえば二 酸化 炭素 の排 出許 可総 量 が100

とす れ ば,人 口比 率が10%の 国 には,10の エ コ

ライ トが配分 され る。 このエ コライ トは,各 国 の

政府 に配分 され る。企 業 は,そ れ を賃借 し,そ の

代金 を払 い,政 府 は,そ の0定 割合 を環境 資源 と

して受 け取 る。

この方式 は,各 国政府 の同意 を必要 とす る。 こ

のエ コライ トは,こ ん この環 境保全 ・創造 の ため

に有効 利用 され,さ まざ まな形態 で活用 され る こ

とが 望 ま しい。

「環 境基 本法」 に おけ る環境税 の位置 づ け。

問題 を もとに戻 す。 自動 車公害 防止対 策 は,地

球環境 保全 ・創造 の一環 と して展 開 され なければ

な らない。 また い ま述 べ た方 式 は,地 球 環 境 保

全 ・創 造 のた めの環境 税 と連動 して考 え るこ とに

よ っ て 一 層 効 果 的 に な る。 こ の 原 理 的 構 想

は,1993年 に成 立 した 「環 境 基 本 法」 に も表 現

され てい る と考 え る。 そ の第21条 の後 半 の規 定

を み る と,「 国 は負 荷 活 動 を行 う者」 に対 して

「適正 かつ 公平 な経 済 的 な負 担 を課 す こ と」 とい

う内容で もわか る ように 「環境税 」 を想 定 した も

の で は な か っ た か。 ま た 第21条 の 前 半(第1

項)は,こ う規 定 して い る。 「国 は,環 境へ の 負
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荷を生 じさせる活動又は生 じさせる原因となる活

動を行う者がその負荷活動に係る環境への不可の

提言のための施設の整備その他の適切な措置をと

ることを助長することにより環境の保全上の支障

を防止するため,そ の負荷活動を行う者にその者

の経済的な状況等を勘案しつつ必要かつ適正な経

済的な助成を行うために必要な措置を講ずるよう

に努めるものとする」。この条項は,環 境破壊 を

最小限に防止 した り,森 林 などの環境資源を回復

する行動に対 して補助金を与えるというものであ

る。 したがって,第21条 は,環 境保全のための

補助金 と課税 を想定したものと受け止めてよいの

ではないか。

こうした問題意識に立って,国 と7大 都市の地

方 自治体は,環 境保全 ・創造のための環境税 を想

定 してはどうであろうか。もちろん国が指導力を

発揮 し,地 方 自治体が それ を支 えるべ きであろ

う。あるいは7大 都市などが指導権をとって国に

働 きかけるだけでなく市民とともに行動を起こし

てはどうであろうか。地球環境保全の立場に立っ

て世界史的次元から,京 都会議の約束を守ること

である。

5.1990年 代 の横 浜 市 の 主要 な環 境 政 策 と こ

んこの課題2010年 に向 けて

(1)地 球環境 危機 への対応 と横浜市 民の 態度

1990年 代 か ら2000年 にか けて の環境 問題 は,

先進 国 に とって 内外 政策 の基本課 題 になった。 わ

た くしが 一 貫 して究 明 して きた 現 代社 会 の構 造

は,成 長至 上主義 の経済論 理 に支 配 されて きた。

現代 経済社 会 は大 量生 産,大 量流 通,大 量消 費,

大 量廃 棄 の シス テ ム を作 り出 した。つ ま りそ れ

は,一 方 でモ ノ,カ ネ,サ ー ビス,情 報 過多 の特

質 を もた らし,他 方で,環 境破壊 を もた らす よう

な構 造 を作 って きた。 成長至上 主義 は,生 産 のた

め に多量 の天然 資源 を無限 に開発 し,人 間の欲 望

を満足 させて きた。 だがそ れは結果 と して大気 を

汚染 し,水 質 を汚濁 し,大 量 の ゴ ミを放 出 し,逆

に環境破壊 を もた らす よ うに なって しまった。成

長至上 主義 は,資 源 や環境 に限界が な い とい う前

提 で経 済構造 の発展 を考 えて きた。 だが それ は,
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間違 って い た。 この点 を少 し傭 鰍 的 にみ てみ る

と,地 球環 境 の危 機 は,1970年 頃か ら厳 し く強

調 され て きた。1960年 代 の 日本 の 高 度 成 長 は,

環境 を犠 牲 に して可能 であ った といわれ た。公 害

先進 国 日本 とまで いわれた。 この点 は,す で にみ

た ように東京都 をは じめ7大 都 市が,お くればせ

なが ら公害対 策,環 境 対策 に全 力 を投 入 した こ と

で もわか る。1970年 代 に入 っ て生 産 また は成 長

至上主 義の経 済社 会 は,資 源 の面 で も,環 境 の面

で も限界 に きた こ とを警 告 す る よ う に な った。

1980年 代 に な っ て,人 々 は地球 環 境 の危 機 を深

刻 に受 け止 め る よ うに な っ た。1990年 代 に は,

国連 で も,積 極 的 に地 球環境 対策 に取 り組 む よ う

に な った。92年6月,ブ ラ ジル の リオ デ ジ ャネ

イ ロで開か れた地球 サ ミッ トは 「地 球環境 の危機

に どの よ うに対 応 す るか」 を主 題 と した の で あ

る。 い うまで もな く国連 で最初 に地 球環境 問題 を

公 式 に取 り上 げ たの は,1972年6月,ス トッ ク

ホルム で開かれ た 「国連 人 間環境 会議」 にお いて

で あ っ た。 この 会議 の結 論 は 「人 間環 境 を保 護

し,改 善 させ る ことは,… すべ て政府 の義務 であ

る」 と主張 した点 にあった。 それ は 「人間環境 宣

言 」 を採択 し,環 境 問題 につ いて国 際協 力す る こ

とにな った。 そ れか ら20年 後,リ オ宣言 が だ さ

れ,先 進 国 と くにEUは 主体 的 に取 りくみ,日 本

や米国へ働 きかけ るほ どで あった。

リオ宣 言 は,環 境 の専 門家 ・研 究 者の総力 を結

集 した27項 目か ら成 り立 っ て い る㈱。例 えば,

「開発 の権利 は他 国の将 来 の世代 の利 益 を侵 さな

い ように行使 すべ きこ と」 「各 国 には共 通 だ が差

異 のあ る責任」 が あ り,先 進国 は維 持可能 な開発

の 国際 的追 求 にお いて責 任 を もつ こ と」 「各 国 は

生 産 と消 費の非持続 的パ ター ンを減 らし,取 り除

くこ と」 「環境 コス トの内 部化,経 済 的措 置 の利

用 促 進 に努 め る こ と」 「有 害 物 質 の 他 国 へ の 移

動,移 転 の 中止 な らび に効 果 的 防 止 策 を とる こ

と」 な どを も りこんで いる凶。

リオ宣言 の各項 目には,地 球市 民 の声 を代弁 し

た内容 にな ってい る と同時 に学 問的価値 も優 れて

い る㈲。 日本の環 境庁 も7大 都 市 の 自治体 も,等

し く環境 政策 の基 本方針 に,地 球環境 会議 の宣 言
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の理 念 を加 える ようにな った。

横 浜市 は環境 政策 の重 要 な柱 と して,こ の考 え

方 を導入 して い るだけで な く具体 的行動 指針 も示

してい る。

地球温 暖化 を防止す る ために は,具 体 的に は石

油 な どの化 石燃料 の消 費の抑制 な どに よ り,二 酸

化 炭素等 の温室効 果 ガスの排 出量 を減 ら してい く

ことであ る。1997年12月 の地球 温暖 化 防止 京都

会 議(気 候変動枠組条約締 約国会議=TheConfer-

enceofPartiesoftheUnitedNationsFramework

ConventiononClimateChange)で は,先 進 国の二

酸化 炭素 等の温 室効果 ガスの削減 目標 につ いて激

論 の 末,1990年 を基 準 年 と して2008～2012年 ま

で に 日本6%,米 国7%,EU8%,を そ れ ぞ

れ削減す る 目標 を決定 した㈲。

1995年 度 に実 施 した エ ネ ルギ ー消 費 量 調 査 結

果 を み る と,94年 度 の 横 浜 市 内 の 最 終 エ ネ ル

ギー消 費量 は6,894万GCalで,燃 焼 す る過 程 で

排 出す る二酸化 炭素排 出量 は,炭 素換 算 で683万

tで あ った。 この量 は,日 本 全体 の 二酸 化炭 素 排

出量 の 約2%に あ た る。基 準 とな る90年 か ら

94年 の 最 終 エ ネ ル ギ ー 消 費 の 年 平 均 伸 び 率 は

1.88%で,部 門 別 にみ る と,家 庭 や 事 務 所,店

舗 な どで使 用す る民生 部 門のエ ネルギー消 費が大

きい比重 を占めて いる。 したが って市 で は,地 域

にお ける地球温 暖化 防止 の実践 とい う立場 か ら効

率 的エ ネルギ ー使 用,省 エ ネの徹 底 のた めの キャ

ンペ ー ンを一貫 して続 け ている。

もちろ ん,神 奈 川 県 で も,地 球 温 暖 化 防 止 の

キ ャ ンペ ー ン と同 時 に多 角 的 な政 策 を続 け た姻。

93年 に21の 行 動原則,77の 行動 プロ グラム を作

り,県 民,行 政,企 業 の それぞれ の取組 み を進 め

た。例 えば ルームエ ア コ ン(500w)使 用 時 間 を1

日1時 間少 な くす る と35キ ロ ワ ッ トの節 電,暖

房 温 度 を1度C下 げ るだ けで14キ ロワ ッ ト節 電

で きるな どの 日常生 活 の省 エ ネ対 策 運 動 を示 し

た。

一 方
,93年6月,地 球 環 境 保 全 へ の 国 際 貢 献

と して①二 酸化炭 素排 出抑制 に よる温 暖化 防止,

② オ ゾ ン層 保護 のた めの フロ ン等の排 出抑制,③

酸性 雨対 策,④ 熱帯 林 の保護i,⑤ 有機廃 棄物 の越

境移 動 の対策,⑥ 開発 途上 国の公害 ・環境 問題解

決へ の支援 を打 ち 出 したので あ る。

この うちオゾ ン層破壊 への横 浜市 の対策 は,粗

大 ゴ ミと して家庭 か らで る使 い はた した冷蔵庫,

ルー ムエ アコ ンか らの フロ ン回収 ・処 理,市 営 バ

スの フ ロ ン回収 再利 用 を実 践 して い る だ けで な

く,大 気 中の フロ ンガス を継続 的 に測 定 し,ど の

よ うに回 収 ・処 理 を続 け て い くか を検 討 中で あ

る。 この点 は,あ とで述 べ る。 さ らに家電販 売店

で取 り扱 う廃冷 蔵庫 につい て も,回 収 ・処理協 議

会 を設 けて,1996年10月 か らフロ ン回収 を して

い る。 この フ ロ ン回収 は,こ ん ご 日本 全体 の課題

であ り,環 境庁 も,全 国 自治体 と一体 化 して,そ

のニ ーズ に答 え フロ ン回収 ・処 理 に努 め,地 球温

暖化 防止 計 画 を具体 的 に進 め て い くべ きであ ろ

う。

酸性雨 対策 と しては,そ の 主因 であ る二酸化 硫

黄,二 酸 化窒素 を防止す るため に,一 貫 して大気

汚 染 防止 法,県 条例,市 の各種 要綱等 に基づ き,

工場 等 の固定発 生源 に対 し,規 制 ・指 導 を して い

る。 この 点,93年 以 降 今 日 まで,地 味 に実 践 し

て い る。 だ が,さ らに地 球 環 境 保 全 の ため に92

年 の リオ宣言 の理念 を市 民,企 業,行 政が,そ れ

ぞ れ の分 野 で,個 性 的,具 体 的 に展 開 して ほ し

い。 さらに汚染 防止法 も学問 的 に掘下 げる こと も

大切 だ。

地球温 暖化 防止策 は,ス ロー ガ ンで はな く具体

的数値 目標 を示 して,わ か りやす く実 践 してい く

ことで は なか ろ うか。 それ は,市 の環 境政 策の全

体像 にかか わって いる。 市の個 別環境 対策 自体 が

地 球温暖 防止政 策 と連動 して具体 化す るこ とにあ

ろ う。

私 たち市民 は,行 政 のキ ャンペ ー ンに対応 しな

が ら同時 に独 自に地球 に優 し く,足 元 で たえず行

動 す る(thinkGlobally,actLocally)こ とを肝 に

銘 じよ う。地球環 境危機 を どの よ うに克服す るか

が,い ま地 球 市 民 ひ と りひ と りの課 題 な ので あ

る。

(2)1990年 代後半の横浜市環境政策と環境管理計画

横浜市は,大 気汚染の元凶 といわれる自動車公
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害 な どの産業 ・都市 ・生活 型 の公 害 ・環境破 壊 に

対応 し,同 時 に市民 の快適 環境づ くりを推 進す る

ため に,76年 に 「横 浜 市 環 境 管 理 計 画一 環境 プ

ラ ン21-」 を策定 し,ハ ー ドと ソ フ トの 両 面 か

ら環境対 策 を実 行 して きた。 だ が その 後10年 以

上経 過 して も,外 圧 は厳 し く,自 動車 の保有 台数

や 走行量 の増 大 に伴 って大 気汚 染 も横這 い状態 が

続 い た。 さらに都 市 ・生活 の 高利便 性 に伴 い,公

害 問題の改 革 は思 うよ うに進 まず,大 量の廃棄 物

の出現,郊 外 の 自然の減 少,丘 陸地 の宅地化 の進

行 な ど環境 問題 を深刻化 した。

こ う した新 しい課 題 に対 応 す る た め に,1995

年3月 に 「横 浜市 環境 の保 全 及び創造 に関す る基

本 条例」 を制定 し(同 年4月 施行),こ の 条例 に基

づ き96年9月 に新 し く 「横 浜 市 環境 管 理 計 画」

を作 定 した。 この計画 に基づ き内外 の課題 に対応

し,独 自の問題提 起 とア ピール を提示 した。

そ の計 画の 内容 はこ うで あ る。横 浜市が 目指す

都 市 環境像 を抽 象 的 に 明示 した点 にあ る。 「(ア)都

市 ・生活 型公 害 な どの改善が 進め られ,新 た な環

境 汚染が 未然 に防止 され てい る都市,(イ)自 然 とふ

れあ える,う るお い とやす ら ぎの ある都市 。(ウ)環

境 へ の負 荷 の少 ない都 市構造 や循環 型の社 会 シス

テ ムが形 成 されて いる都市,{s.)地 球 規模 の環境 問

題 に対 し,地 域 か らの取組 みが進 め られてい る都

市,(オ)環 境 の保 全 と創 造 の意識が 高 く,積 極 的 な

活動 がな されてい る都 市」(図7)で あ る。

この5点 は,基 本 的 に市民 に理解 される内容 で

あ る。だが欲 をいえば,横 浜 らしさの歴 史 と市民

と行 政の一体 となった環境 政策 の蓄積 そ して こん

この展 望 も示 してほ しか った。

この都 市像 に対 して わた くしは次の点 を加 えた

い。 まず歴 史的環境 の課題 も導入 すべ きであ る。

第1に 「日本の 開港 都市 が脈打つ 市環境 の創造」

を都 市像 と して加 えるべ きだ。 第2に 生 活者が 安

心 して住 め る都市 像 を形 成す る。 環境 を改善す れ

ば,生 活者 は安心 し,お 互 いに連 帯 して生活 がで

きる。 この点の都 市像 を強調すべ きであ る、,

第3に 市民 参加 型環境都 市像 を構築 す るこ とに

あろ う。市 の管理 計画 の施策 ・事 業体系 図 には,

都市 環境像 の連携 方策 と して市 と市民 ・事業者 が
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連携 して取 り組 む方 策 を打 ち出 して いる。 だが計

画 が一貫 して 目指す 都市 環境像 は市民(事 業者 も

市民の一・固体 と して含 む)参 加 型都 市 像 を描 写 す

るこ とに よって活力 と魅力 のあ る横 浜都市 像が で

きるので はない であ ろ うか。第4に 未来 を先取 り

し,地 球 に優 し くサー ビスす る環境 都市 ヨコハ マ

の創造 を打 ち出 した らどうだろ うか。環境 政策 に

お いて全 国の主要7大 都市 の先駆 的役割 を果 した

伝統 を踏 えた現実 の改革 と次世代へ の快 適環境 を

継承 す る都 市像 を追加 して は どうで あろ うか。 第

5に 自立 と連帯 をもって循 環型 社会 シス テム を確

立 す る地域 環境都市 ヨコハ マの創 造 を考 えては ど

うであ ろ うか。

若 干 の重 複 もあ るで あろ うが,さ まざまな都市

環境 像 を打 ち出 し,市 民 ひ とりひと りが 市 の環境

政 策 を盛 り立て実践 してい くこ とが大切 なのであ

る。 この都 市像 を実現す るため に,市 内で展 開 さ

れる各種 の開発事 業等 の計 画立案段 階か ら適切 な

環境 配慮 をす る ことが重 要 であ り,こ の点,次 の

19項 目を示 して い る こ と も適 切 で あ る。① 大 気

汚 染,② 水 質 汚 濁,③ 土 壌 汚 染,④ 騒 音,⑤ 振

動,⑥ 地盤 沈下,⑦ 悪臭,⑧ 超低 周波音,⑨ 電気

障害,⑩ 日照障 害,⑪ 風 害,⑫ 廃棄物,⑬ 水 象,

⑭緑 ・生物,⑮ 地域生活 環境,⑯ 景観 ⑰ 文化 財

等,⑱ 災 害(安 全),⑲ 省 資 源 ・省 エ ネル ギ ー で

あ り,さ らに新 しい事 態 に対 応 す る ため にそ の

他,環 境 収支バ ラ ンスの作 成 を追加 して は どうで

あ ろ うか。 それ は,① か ら⑲ の年 度毎の総 点検項

目で あ る。 さらにその他の項 目を設 定 して,新 し

い課題 に対応 す る柔軟性 を示 すべ きで はなか ろ う

か。 それ は こん この課題 であ る。

(3)環 境政策 の展 開 と しての ダイ オキシ ン対策

とその課題

市 民 の 関心,不 安,そ の他 の ニ ー ズ に対 応 し

て,市 が ダイオキ シ ン類 や外 因性 内分泌 か く乱化

学物 質(い わゆる環境 ホルモ ン)に よ る環 境 や健

康へ の影響 につ いての情報提 供 や対策 を示 した こ

とをも賢明であ り,市 民 に歓迎 され てい る。

平 成9年 度か らダイオキ シ ン類 につ いて は,主

要 な発 生源 であ る焼 却炉 に対す る 「大気 汚染 防止
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図7環 境管理計画体系図

《計画が目指す都市環境像》 (基 本 方 向) (基 本 施 策)
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〔出所〕 横浜市環境保全局編 『横浜環境 白書』1999年,4ペ ージ。



横浜市における環境政策の史的,構 造的研究(続)
一61一

法」 に基 づ く排 出規制 の ほか,法 規 制対象外 の小

規模焼却炉 の対応 も含 めた 「横浜市焼 却炉 ばい煙

等対 策指導要綱」 に基づ く事業 者等へ の発生 源対

策 を強化 してい る。 市域の大気環境 中の ダイオキ

シ ン類 濃 度 を定期 的 に測 定 し,そ の 結 果 を公 表

し,市 民 ニ ー ズ に対 応 で きる体 制 を もっ た こ と

で,一 歩前進 であ る㈲。

さ らに環境 エ コア ップ を推 進 して い る点 もユ

ニー クである。市 は,他 都 市 と比較 して丘陵,谷

戸 が雑然 と混成 してお り自然環境 を残 してい る。

その土地所 有者 と周辺市 民が共 同で保存 して きた

谷戸 は貴重 な価 値が ある。それ は,源 流域で ある

水 と緑 の 一体 空 間 と して多 くの 生 き物 た ちが 生

息 ・生 育 してい る。 だが,1960年 代 に工 業化 に

基 づ く都 市化 が進 み,市 域 の60%が 緑 でお おわ

れてい たが,現 在 で は,当 時の3分 の2が 失われ

てい るQ

『横 浜 環 境 白 書』(平 成10年)に よ る と,現

在,大 きな ま と ま りと して の樹 林 地,公 園,緑

地,農 地,水 系 としての河川 その他 の水路,海 岸

な どが わずか に残 されてお り,こ れ らの 自然 を生

か した土地利用が 求め られている。そ して全体 と

して生物 相 ・生態系 の貧 困化 がみ られ るので,生

物多様性 の保全 な どの いわ ゆる 「エ コア ップ(生

き物の生息環境 に配慮 した環境の改善)」 を必 要 と

してい る。

環境庁 の環境 基本計画 で も 「自然 と人間 との共

生」 を長期 目標 の一つ に掲 げ,地 域 の特性 に応 じ

た 自然環境 の保全 や生物の多様性 を確保 し,恵 み

豊か な環境 の確保 を提 示 している。 この構想 が具

体化 す るこ とを評価 す る。
一 方
,総 理 府 の 世 論 調査 に よる と,大 都 市 で

は,自 然 とのふ れあい を感 じる人 は5割 にす ぎな

い。 また都市 内の 自然が残 ってい る地域 をあげ た

人 は2割 以上 であ り,こ れ は大都市 圏で3割 を超

えて いる⑬Φ。

横浜市 で は,『 ゆめ は ま2010年 プ ラ ン』 にお い

て,リ ーデ ィ ングプ ランの一つ として 「環境 エ コ

ア ッププ ラ ン」 をかか げ,人 と自然が共生 で きる

街づ くりをすす めてい る。先述 の 「環境 エ コア ッ

プ」 は,「 人 間に とって快 適 な環境 の創 造 を 目指

す ばか りで な く,乱 獲iや開発 ・都市化 に よって激

減 し希 少 となった動植物 も対象 として,こ れ らの

生物 に とって生息 しやす い環境 を作 りだ し,都 市

において 人 と自然 とが共 生で きる健全 な環境 を 目

指そ うとい う考 え方 であ る」(3T)

この点 は誰 も異論 はないで あろ う。わ た くした

ちは,こ う した 自然 との共生 を大事 に したい。 こ

の人 と自然 との共生 を根 強 く定着 させ るこ とであ

る。

た しか に横浜 は,全 国 に さきがけて,都 市 の中

に 自然 らしさを残 す こ とに努 めて きた。 だが人 口

増 に よる農業 的土地利用か ら都市 的土地利 用へ の

転 換 も早 くか ら進 み,自 然 との共 生 を減 少 させ

た。横 浜市 の 山林の状況 をみ る と,殆 ん どが民有

林 で,国 有 林や寺社林が全 くない。 だか ら開発 の

影 響 が 受 け や す か っ た。 民 有 林 の 推 移 をみ る

と,1958年11,000haあ っ た 山林 は,20年 た っ

た78年 に は,5,740haと 半分 に減 少 した。そ れ

は市域 面積の14%程 度 にな った。そ の後1998年

には,さ らに8%程 度 に なった。

また河川 は,か つて子供達 が 自由に魚 をとった

り,ザ リガニ をつ か ま えた りした小 川 は 姿 を消

し,市 街地 において は,川 と市民生活 とのつ なが

りが な くなった とい って もよい。

『82横 浜 市 の 下水 道 と河 川 』(1982)の なか で

「市 民 に親 しまれ る河 川 整備」 を強調 してい る。

21世 紀 に向 けて 「河 川 上流 域 の 自然 環 境 を保全

して ホ タル な どの住 む水 辺 を回復 す る」 「各河 川

の特性 と調和 した親水広場 を設置す る とと もに,

市民 と河川 の接触 す る場 を整備す る」 とい って い

る。

その後 の現 地調査で も,い くつか の川の源流域

にはカ ワニナの生息が み られ,中 流域 には市街地

の河 川 で は見 られ ない変 化 の あ る流 れや 斜 面緑

地,滝 などの 自然 も残 っている。

こ う して都 市 自然 を市 民 の手 に取 り戻 す こ と

が,こ ん こ も無 限の課題 であ る。改 めて考 えてみ

る と,自 然 は人間の生命 をは ぐくみ,物 的生活 を

与え,心 に うるおい を与 えて くれ る人間生存の基

盤であ る とい って よいであ ろう。

私 たちは,改 め て環境 の調節機 能 をもっている
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自然 の浄化 能力 を正 し くつか み,か つ い まや乱 れ

かけた生態 系の機 能 を正 しく取 り戻 し,自 然 と人

間 とのか か わ りあい を抜 本 的に再検討 し,都 市 自

然 のあ り方 を市 民 とともに運動 を起 して い くこ と

が大切 で はある まいか。つ ま り 「環境 エ コア ップ

マス ター プラ ン」 を具現 化す るこ とにあ ろ う。

(4)横 浜 市環境 アセス メン ト条例 の制定 の意義

横 浜 市 は,国 に さ きが け て1980年 以 来,環 境

アセ ス メ ン ト制 度 を要綱等 に よって運用 し,こ れ

まで40件 を超 え る事 業 につ い て審 査 を実施 し,

か な りの成 果 をあげて きた。

国は83年 に国会 に提 出 したが 産 業界 の反 対 で

廃 案 とな って い た ア セ ス メ ン ト法 を97(平 成9

年)年 夏 に成立 させ た。 そ の結果,国 が実施 した

り許認 可す る事 業 につ いて,統 一 した体系 で環境

へ の イ ンパ ク トを配慮 した事前評価 が義 務づ け ら

れ る こ とに なった。 この法 律 では,環 境 影響評価

の方法 を決 め る段 階 と,実 際 の評価 の段 階で 地元

住民 な どの意見聴取 が義務 づ け られ たので あ る。

また事 業者 か ら提 出 された評価 書 に対 し,環 境 庁

長 官が許 認可 を行 う行政機 関に意見 を述 べ,行 政

機 関が事業 者 を指 導す る とい う仕組 みに なったの

であ る。 この アセス メ ン ト法が で きるまで は,環

境庁 の並 々 な らぬ努力 が反映 されて い る。 とい う

のは通産 省や建 設省 や財 界 の一部が 反対 だっ たか

らであ る。

横 浜市 にお いて も,国 の アセス メ ン ト法 の成立

の意 義 は大 きか っ た。1997年7月,環 境 問 題 の

複 雑 ・多 様化 や環境影響 評価 法の制 定等 に対 応す

るため,横 浜市 は横 浜市環境 審議会 に対 し制度 の

あ り方 につ いて諮 問 した。 この審議 会で は,同 年

12月 の 中間 報告 の公 表 と これ に対 す る市 民等 の

意見の募 集 を経 て,さ ま ざまな観点 か ら検 討 した

あ と,1998年6月23日 に答 申 した。98年9月 市

会 で 「横 浜 市 環 境 影 響 評 価 条 例 」が 可 決 ・成 立

し,99年6月12日 か ら施行 され た。 あ えて この

経 過 を示 したの は,市 に とって環境 政策 の新 しい

転 換点 に なったか らであ る。

横浜 市の環境 アセス メ ン ト条例 は,従 来要綱段

階 か ら一 歩前 進 した。新 しい特 徴 は,「 環 境 に著

しい影響 を及 ぼすお それが あ り,必 ず 環境影響 評

価 を行 わな ければ な らな い事 業 と,こ れ に準 ず る

事 業 とに区分 し,後 者 につ いて環境影 響評価 の実

施 の 要否 を個 別 に判 定す る仕 組 み(ス クリーニ ン

グ)を 導入 した」点 にあ る。 この背 景 には,事 業

者 は,事 業 にあ たって,自 ら厳 し く環境へ の洞察

力 を もち,地 域 環境 を創 造 して い く問題 意識 を も

併 せ もって アセ ス条例 を受 け とめて ほ しい とい う

願望が あ ったので は ない か。 そ の ことは事 業者 に

とって プラス に作用 す る筈 で ある。 なに よ りもイ

ンパ ク トを受 けるの は関係 地域住 民で あ り,市 民

であ る。

さらに新条 例 では,事 業者 に,環 境影響 評価 の

項 目や調査,予 測 の手法 につ いて記載 した方法 書

の作 成 を義務 づ け,市 民 や市 か ら意見 を聴 いた う

え で,項 目や 手 法 を選 択 す る こ と(ス コー ピ ン

グ)か ら出発 し,現 行 の要綱 よ り,早 い段 階 か ら

手続 きに入 るこ とを特色 と してい る。 この手続 き

の基 盤 には,計 画 アセスの問題 認識 を含め て考 え

た もの では ないか と思 う。 この点,条 例の理 念,

と くに環境保 全 ・創 造 の論理 と倫 理 をふ まえて受

け止 め た方が よいの では ないか と思 う㈲。

また方 法書 の手続 きを導入 す るこ とに よ り市民

が 意見書 を提 出で きる機 会 を3回 に増 やす と とも

に,市 民 の ニーズ に対応 して準備書 及 び評価 書の

縦 覧期 間 に も考慮 し,事 業 の環境へ の イ ンパ ク ト

がお よぶお それの ある関係住 民 は,審 査会 で意見

陳述 を 申 し出 るこ とがで きる。 この点 も一 歩前進

であ り,さ らに地球環境 や生 活環境 の保全 を図 る

ため,ま だ評価 手法 等が確 立 してい ない項 目につ

い て も,事 業 者の 配慮 を求 めて い る。 この条例 は

一貫 して市民 参加 の問題意 識 を もって運用 してい

くこ とが大切 で はないか と思 う。

この条例 の構 造 の も うひ とつ の特 徴 は,事 後 ア

セ ス を取 入 れ た こ とに あ る。 環境 アセ ス が 終 了

し,事 業着 手後,事 後調査 報告書 を提 出 し,公 告

す る こ と に な った 点 で あ る。 さ らに,わ た く し

も,こ の制 度作成 に参加 した ひ と りとして,条 例

の実 効性 を担 保す るため に,事 業 の許 認可権者 に

審査 書 につ いて配 慮 を要 請す るほか,指 導 ・助 言

に加 えて勧 告 を行 うこ とがで きるよ うに した点 を
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評価 した い。事業 者が勧告 に従 わ ない場 合 には,

公表 を行 うこ ともで きる ようにな った。 市民が 環

境 の保全 ・創 造 の理念 を具現化 す るため に,こ う

した環境 アセ ス を守 らない場合 につ いて もウ ォ ッ

チ ング しつつ,全 体 と しての環境 保全 に配慮 す る

ことを徹底 す るため に設 けた規 定 であ ろ う。

環境 アセス制 度が市民 に定 着す るため には,こ

の制度 に関心 をもち,市 民 自身が客観 的 に観 察す

る眼 を もつ こ とが大切 で はあ るまいか。 この制度

は,同 時 に事 務 局 の専 門性,審 査 会 の専 門的 審
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議,環 境政 策の総合 的審議,原 則 公 開性 を もって

運用 してい くこ とが期待 され てい る。 と くに審 議

会 は,対 象 案件 に対 してた えず学 問 的知 見 を導 入

し,客 観 的,科 学 的 に審 査 され る こ とを望 み た

いo

(5)大 気汚染対策の課題

横浜市 は,90年 代全般 を通 して一貫 して大気

汚染状況を発表 し同時に対策を実施 してきてい

る。一酸化窒素濃度の経年変化をみると1975年

図8一 酸化窒素濃度の経年変化
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図9二 酸化窒素濃度の経年変化
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か ら78年 まで増 大 したあ と,80年 に減少 した。

1973年 か ら93年 まで横 這 い状態 で あ った。 その

後97年 まで,同 じ傾 向 が続 い て い る(図8)。 ま

た 二 酸 化 窒 素 濃 度 の 経 年 変 化 を み て も80年

代,90年 代 と横 這 い状 態 で あ る(図9)。1990年

代 後半 に なって も光化学 オキ シダ ン トは,依 然 と

して,環 境 基準 を達成 で きない。光化学 スモ ッグ

(photochemicalsmog)は,自 動 車の排気 ガス,工

場 の製造過 程で燃焼 す る なか で発 生す る炭化水 素

と窒素酸化 物 な どが紫外 線 を うけて光化 学反応 を

起 こ して大 量の オキ シ ダ ン トを発 生 させ た ときで

るので光化 学 スモ ッグ と もい う。和 や かで,風 の

ない 日照 りの強 い 日に発 生す る。環境基 準 はオキ

シダ ン ト濃 度 が1時 間平 均 値 で,0.06ppmで,

なか なか基 準達成 は で きない のが現実 であ る。 自

動 車の走行 量が減 少す る こ とを期待 してい る。 た

だ期待 す るだ けでは な く厳 しい対 策 を求 め たい。

横 浜市 にお ける工場 ・事業場 か らの窒素酸 化物

排 出量 は,規 制 ・指導 を進め て きたので,自 動車

の排 出量 以下 に低 下 した。 この点,行 政の規 制 の

成 果で あろ う。 だが 自動 車の排 出 され る窒素 酸化

物 は,一 貫 して増 加 してい る。

自動車 公害 問題 を どうす るか をたえず考 えない

と大 気 汚 染 は な くな らない。市 も,県 も,15年

以上 前か ら,自 動 車交通 公害 防止計画 を立 て,深

刻化 す る 自動車公 害 を改 善 して きた。 市 も自動 車

公害 防止計 画 に添 って多 面的 に努力 して きた。 だ

が この9年 問 の 自動 車保 有 台 数 は117万 台 か ら

160万 台 と増 加 して い る(図10)。 この よ う な状

況 の中 で も,さ きの計 画にそ って発生 源対策 の強

化,物 流 の合 理化 な どに よる 自動 車交 通総量 の抑

制等 の対 策,道 路 環境整備 対策,市 民,自 治体,

国,関 係 団体 と協 力 し,実 践 して きた。だが,最

近 の汚染状 況 を市 内の測 定局 でみ る限 り,前 の図
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図10横 浜市自動車保有台数の推移 (運輸局神奈川陸運支局調べ)
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〔出所〕横浜市 『横浜環境 白書』平成10年 版,45ペ ージ。
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図11二 酸化硫黄濃度の経年変化
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8,図9に 示 される よ うに,一 酸 化窒素 濃度 も,二

酸化 窒素 濃度 ともに,昭 和50(1975)年 代 後半 か

ら90年 代 全般 にか けて横這 いで推 移 して きて い

る。 この点,あ とで触 れ る。

なお窒素酸化 物 は横這 い状 態 なのに対 して硫黄

酸 化物 は,昭 和42(1g77)年 を ピー クに,大 幅 に

減少 して い る(図11)。 い う まで もな く硫 黄酸 化

物 は,重 油や軽 油 な どの燃 やす際 に,燃 料 中 に含

まれる硫黄が空気中の酸素と反応してできるもの

で大部分が二酸化硫黄として排出される。この物

質は,直 接 または粒子状物質に付着 した状態で,

人間の体に取 り込まれ,呼 吸器疾患 の原因にもな

る。

二酸化硫黄濃度は,市 内の全測定局 を計測 して

いるが,長 期的に環境基準 に適合 している。だが

こんごとも,監 視体制は続行すべ きであろう。
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大気汚染 状況 の中 で,厳 し く監視 しなければ な

らな い 物 質 と して 浮 遊 粒 子状 物 質(SPM)が あ

る。市 内の3測 定 点 でみ る限 り,平 成 元 年か ら9

年 まで は低 下 しつ つ あ る(図12)。 だが 警 戒 しな

け れ ば な らな い。80年 代 の対 策 の とこ ろ で も述

べたが,固 定発 生源 な らびに移動発 生源 の両対策

を総合 的 に展 開す る必 要 があ る。 さ らに市 は この

他 アスベ ス ト対 策,フ ロ ン対 策,ダ イオキ シ ン対

策 に力 を入 れて いる。 と くにダイオ キシ ンにつ い

て は,最 近 の市 民 の関心 度 は高 く,生 活不 安 を根

絶す るこ とを望 んでい る。横 浜市 で は,主 要 な発

生源 で ある焼 却炉 に対 して 「大気 汚染 防止法」 に

よる規制 だ け で な く,小 型焼 却炉 の対 応 も含 め

「横浜 市焼 却炉 ばい煙 等対 策指 導要 綱」 を定 め,

事業 者へ の指導 と協 力 を行 い,さ らに定点 をえ ら

んで,市 域 の大気 環境 中の ダ イオ キ シ ン濃度 を把

握 し,公 表 し,市 民の 要望 に対応 してい る。 この

点 は 評 価 して よい で あ ろ う。 た しか に,平 成9

(1997)年10月,12月,平 成10(98)年5月,8

月 に測定 した結 果で は,環 境庁 が設 定 した指針 値

(年平均値0.・!-TEQ/㎡ 以下)と 比 較 す る と,市

内9地 点 の う ち7地 点 で指 針 値 を下 回 って い た

働 。

平 成9年 度 の市 の環 境 基 準 適 合 状 況 を み る と

(表6),二 酸化 硫 黄 は全 局適 合 した が,光 化学 オ

キ シ ダ ン トは全 局 不 適合 で あ る。SPMは5局 の

み適合 し,こ の点厳 しい対 策が期待 されてい る。

こん ご,国,県,市 と協力 して対応 す るのみ な ら

ず,市 独 自に ダイオキ シ ン等対策 連絡会 を設 け,

他都 市 の情 報 も集 め⑯,検 討 を重 ね,具 体 化 す る

表6環 境基準適合状況(一 般環境大気測定局)

測定項 目 二酸化窒素 浮遊粒子状物質 光学式オキシダント 二酸化硫黄

日平均値
の年間98
%値

98%値 評価

による日平

均値が0.06

ppmを 超え
た日数

環境基準

適合状況

日平均値
の2%除

外値

日平均値 が

0.10皿g㎡

を超 えた 日

が2日 以 上

連続 したこ

との有無

環境基準の
長期的評価
による日平
均値が0,10
曜 ㎡を超
えた日数

環境基準

適合状況

昼 間の1時 間値 が

Q.06ppmを 超 え
た 日数 と時 間数

環境基準

適合状況

日平均値

の2%除

外値

日平均値が

0.04ppmを

超えた日が

2日 以上連

続したこと
の有無

環境 基準
の 長期的
評価 に よ
る 日平均

値 が0.04

ppmを 超
えた 日数

環境基準

適合状況

測定局 (ppm) (日)
適 合○
不適合x (㎎/㎡ 〉 (日)

適 合○
不適合x (日) (時間)

適 合○
不適合x (ppm) (日)

適 合○
不適合x

鶴見区潮田交流プラザ 0,068 10 x o.1as 有 4 X 32 84 X o.ais 無 0 0

神奈川区総合庁舎 0,066 13 X 0,105 有 3 X 42 16G X 0,014 無 0 O

港北区総合庁舎 o.os7 4 X 0,112 有 7 X 40 129 x 0,012 無 0 O

中区加曽台 o.os2 1 X 1!'1 有 2 X 一 一 一 0,017 無 0 0

磯子区総合庁舎 o.os7 8 x 11': 有 Z X 40 137 X 0,014 無 0 O

保土ヶ谷区桜丘高校 11.1 0 0 0,107 有 3 X 75 344 x 111・ 無 0 0

西区平沼小学校 0,064 3 X 0,122 有 10 X 67 300 X 0,012 無 0 O

金沢区長浜 0,052 0 O 0,079 無 0 O 82 393 x 0,011 無 0 0

鶴見区生麦小学校 0,063 7 x 0,111 有 8 X 45 160 X 0,015 無 0 0

中区本牧 0,060 0 0 0,093 無 0 0 94 379 X 0,015 無 0 O

戸塚区汲沢小学校 0,054 0 0 0,118 有 9 X 111 645 x 0,008 無 0 0

港南区野庭小学校 0,057 0 0 11: 無 0 0 89 415 X o.ono 無 0 O

旭区鶴ヶ峯小学校 0,057 0 0 0,093 無 0 0 74 363 X 111' 無 0 0

瀬谷区南瀬谷小学校 0,059 0 0 0,106 有 6 X 7s 38? X 111' 無 0 0

南区横浜商業高校 11 0 0 0,109 有 7 x 44 138 X 0,011 無 a 0

栄区犬山小学校 0,056 0 0 11: 無 0 0 119 643 X 111' 無 4 0

緑区三保小学校 0,051 0 0 o.loo 有 2 x 78 427 X 111: 無 0 0

青葉区総合庁舎 0,055 0 O o.i17 有 6 X 74 339 X 111' 無 Q 0

都筑区総合庁舎 0,058 0 0 0,105 有 3 x 78 340 X 0,012 無 0 0

泉区総合庁舎 0,054 0 0 0,101 有 3 X 94 503 X 0,011 無 0 0

〔出所〕 横浜市 『環境白書』平成9年 および平成10年,33ペ ージより。
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私 たちの生活が豊 か になるに したが って,ゴ ミ

の処理 も多 くなってい る。 この ことは私 たちの生

活 シ ステ ム が,成 長経 済 に くみ こ まれ,大 量 生

産,大 量流通,大 量 消費,大 量廃 棄の システム に

直結 したこ とを意味す る。 この システムの改革 を

で きるところか ら解 決 しない限 り,生 活 の改革 も

望 め ない し,環 境 は悪化 す るばか りであ る。

当面 ゴ ミ処理 の増加 を抑 制す るには,多 面的角

度か らゴ ミの減 量化 と再 資源化 を積極 的 に推進す

る こ とにあ る(34)。と くに当局者 は ゴ ミをだ さない

ようなシステム を作 り,製 造業者,流 通業者,消

費者 も一致協力 して対 応す るこ とであ る。地球環

境 の保全 の立場か らも,省 資源 と資源の有効利用

を真剣 に考 える ときが きたのであ る。地球上 の森

林 資 源 は,先 進 国 の工 業 化,中 進 国 の工 業 化 に

よって毎年激減 してい る。 この点か らいえば古 紙

の再利 用 は重要 であ る。古紙1ト ンを再利用 す る

こ とに よって緑 の立 木(直 径14cm,高 さ8m)20

本 を保 護す る ことがで きる。横 浜市 もゴ ミの減量

化,再 資 源 化 に 対 応 して い る。『横 浜 市 環 境 白

書 』(平 成10年)は,第7章 と して産 業 廃 棄物 対

策 を取扱 ってい る。 これ を取上 げる。

法律 に よる分類で は,事 業活動 に伴 って発生す

る19種 類 の廃棄 物 を 「産 業廃 棄物 」 とこれ に属

しない事 業系の廃棄物 及 び家庭 の ゴ ミ等 を 「一般

廃 棄 物」 と して 区分 す る(表7)。 「産業 廃 棄物」

の発 生量 は,年 間950万tで あ る(平 成9年)。 産

業 廃 棄物 は,大 企業,大 工場 だ け で な く中小 企

業,中 小 事業所か らも排 出 され,処 理方法 も多様

であ る。

産業廃 棄物 の抑 制 に は,「 厳 しい」 法規 制 に依

存 す る。平 成4(1992)年7月 に は,① 滅 量 化,

再生 利用 の推進,② 適正処 理の確 保,③ 処理施設

の確 保,④ 環境 汚染 の防止 など4点 を中心 にま と

めた。 「産業廃 棄物」 につ い ての 主 な改 正点 は次

の とお りであ る。

(1)特別管 理産業廃棄物 の指定,(2)許 可基準 の強
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化,(3)産 業廃棄物処 理施設 の許可制の導入,(4)罰

則 の強化 な ど4点 であ る。 その後 も,ゴ ミ問題 は

苦情 が累積 され,一 般 国民,都 市住民 か ら も厳 し

い規 制の要望 が続 い た。平成9年6月 には,ま だ

規制 が 弱 い とい う批 判 が お こ り,次 の3点 を軸

に,こ の 「法」が,少 し厳 しく改正 された。

(1)多 量排 出事業者 にお ける減量化 の推進及 び

リサ イ クル推進 のための規制緩和 。

(2)関 係 住 民 の意 見 聴 取 や 維持 管 理 状 況 の記

録,閲 覧の実施 な ど廃棄物処理 に関す る信頼

性 と安全性 の向上対策。

(3)マ ニ フ ェス ト(産 業廃棄物管理票)制 度 の

拡 充や不適正処理 時の原状 回復措 置命令範 囲

の拡 大,罰 金 の大幅引 き上 げ等 による不 法投

棄 対策の 強化 であ り,平 成7年 度の 「法」 よ

り一歩前進 であ った。

横 浜市 にお け る産 業廃棄 物 の発 生量 は,平 成2

(1990)年 を ピー クに減 少 し,7(1995)年 に増 加

したあ と,減 少 した。平 成9(1997)年 度 は,前

年 度 と比 較 して14万t(1.4%)減 少 した。減 量

化 量 は15万t(2.7%)増 加,資 源 化 量 は1万t

(o.5%)減 少,処 分 必 要 量 は15万t(12%)減 少

した(35)。

こ うして産業廃棄物 の発生量 は相対 的 に減少 し

ているが,こ んご さらに減量化,資 源化 を多 面的

に推進 して い く必要 があ る(36)。

と くにゴ ミの資源化,減 量化 は,市 民 の生 活 シ

ステ ムの 改 革 に連 動 す る もの であ る。 ゴ ミ問 題

は,私 たちの生産,流 通,消 費,廃 棄 の関連性 を

もって対応す る時代 に入 ったのであ る。 ゴ ミ問題

は生産 の一 部で もあ り,流 通の一部 であ り,消 費

の一部 で もあ る。だか ら,な によ りも生 産過程 に

廃 棄物 をだ さない システム を作 るこ とが重 要 なの

であ る。

21世 紀 にむ けて の新 しい課題 は廃 棄 物 を どの

よ うに生 活の システムの 中で処理す るか にか かっ

て いる。廃 棄物 は人や産業の活動 に伴 って必然 的

に排 出 され る もので,m般 廃棄物 は市町村,産 業

廃棄物 は排 出事業者 と民 間処理業者 とい う体 制で

は限界 に きているので はないか。今後,ゴ ミの量

と質の追いつ けない事態 に どの ように対応 す るか
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表7廃 棄物処理法に基づく廃棄物の分類

廃棄物

放射性
廃棄物

一般の

廃棄物
X

剣

産業
廃棄物

し尿 ・

生活雑排水

生活系

呪 叢.
ごみ

不燃 ・

燃焼不適物

粗大
ごみ

・陶磁器

電池

雑物

冷蔵庫 等家電製品
・ピアノ

・マ ッ トレスなど

机 ・タンスなど

家具類

自動車 ・オ ー トバ イ
・自転 車

畳 ・厨 房用具 など

燃 えが ら(石 炭火力発電所か ら発生する石炭が らなど〉

汚泥(工 場排水処理や物の製造工程などから

排出 され る汚泥状のもの)

廃油(潤 滑油,洗 浄用油 などの不要になったもの)

廃酸(酸 性の廃液)

廃アルカリ(ア ルカリ性の廃液)

廃プラスチ ック類

紙 くず(紙 製造業,製 本業などの特定の業種から

排出 されるもの)

木 くず(木 材製造業,工 作物除去などの特定の

業種か ら排出 されるもの)

繊維 くず(繊 維工業から排出されるもの〉

動植物性残渣(原 料として使用した動植物に係る不要物)

ゴムくず

金属 くず

ガラス及び陶磁器くず

鉱 さい(製 鉄所の炉の残 さいなど)

建設廃材(工 作物の除去に伴って生じた
コンクリー トの破片など)

動物の糞尿(畜 産業から排出 されるもの)

動物の死体(畜 産業か ら排出されるもの)

ばい じん類(工 場の排ガスを処理 して得 られるばいじん)

上記の18種 類の産業廃棄物を処分するために処理 したもの

(コンクリー ト固型化物など)

※一般の廃棄物は 『廃棄物の処理及び清掃に関する法律』でいう廃棄物である。

〔出所〕 厚生省 『厚生 白書』1992年 版 より作成。

を総合 的に考 え,そ の解 決の ために行 動 しなけれ

ば な らない。

私 たちの社 会 は,で て きた ゴ ミを受 け身で処理

す る時代か ら,積 極 的に,合 理的 に処理 ・再資源

化 を図 る時代 に入 った。 い ま国 はこれに対応 した

廃棄 物対策 の法改 正 を必要 としてい る。

こ こで身近 な古紙 につ いての リサ イクルを主張

して い る大 国 昌彦 氏 の提 案 を紹 介 す る。 同氏 は

2000年 度 か ら容器 包装 リサ イ クル法 が 完全 施 行

とな り,紙 製容器 包装品が再 資源の対象 となるこ

とを明 らか に し,重 厚 な提言 を して いる。

これは古 紙 を燃焼 しエ ネルギー と して リサ イク

ルす る とい う,い わゆ るサ ーマル ・リサ イ クル推

進への 第一歩 と とらえ る。 この推進 は化石燃料 の
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使 用 を減 らす とと もに,二 酸 化 炭 素(CO、)発 生

量 の削減 に も貢献 す る。

「古 紙 の リサ イ クル を考 え る場 合,古 紙パ ル プ

を製造す るために古紙 を原料 お よび燃 料 として使

用 しては どうか」 とい う提案 を してい る。 これ に

は,発 電 用 ボイ ラーの コス トが莫大 に なる。 これ

を民 間 と国 で 出 資 し て 実 行 す べ きで あ ろ う。

「サ ーマ ル ・リサ イ クルが 環境 保 全 と資 源 利用 を

図 る上 で有効 な手段 であ る こ とを国や 自治体 」 も

理解 し,税 制,融 資な どの政策面 か ら設備 を普及

し,「 法」 に基 づ き減 量化,再 利 用化 を多 面 的 に

実践 すべ きであ ろ う。一方 ゴ ミ問題解決 のため に

強調 した い点 は,と くにメー カー等の原 因者責任

を明確 にす るこ と,例 えば燃 えない ゴ ミ,有 害物

質 の入 ってい る ゴ ミ,電 気 製 品関係の ゴ ミ,古 い

クルマの投 げ捨 て るこ との ない クルマ メー カー な

どの 引 き取 りシステ ム,費 用 負担 な どを考 え るべ

きで ある。

なお横 浜市が 産業廃棄 物 につい て将 来予測 と 目

標 につ いて整理 してい る。市 内の事業 所か ら得 た

産業廃棄 物の発 生量5年 間(平 均2年 度～6年 度)

の平均 数値 を基本 に して,主 要 な業種 別 に発 生源

単位 と時系列 による活 動量指標 の 変化 に従 い,排

出抑制 及 び減 量化推 進方 策 と して設定 した条件 を

加 味 して,平 成8年 度 と平 均12年 度 の 資 源 化

量,減 量化量 及 び要処分量 を予測 した。例 えば平

均 して年 度 の 発 生 量 を100%と す る と,減 量 化

56%,資 源化 量24.6%,要 処 分 量19.4%で,平

成8年 度 と比 較 して,減 量化 量 が3%,資 源化 量

が2.4%増 加 してい る。 今後,平 均数値 を基本 に

して,資 源化量,減 量化 量が さ らに増 加 して,ク

リー ンよこは まを着実 に実現 して い くべ きであ ろ

う。

資源化,減 量化 の研 究 と活 用 を進 め,県,国,

市 民 か らの支援 と協力 を受 けて環境都 市 ヨコハ マ

を実現 してい くこ とにあ る。 ゴ ミ問題 は,モ ノの

生産,流 通,消 費,廃 棄 の循 環 システ ム を正 し く

把握 し,自 然 と人間の共生社 会 を どの ように創造

す るか をたえず考 え るこ とにあろ う。

6.さ い ご に

21世 紀 に入 っ て も,市 の環 境 政 策 の課 題 は,

山積 して い る。市 の 「環 境 プ ラ ン21」 で もい っ

てい る ように,地 球 環境危 機 の意識 な しに環境 政

策 の前進 は ないであ ろ う。

い ま必 要 なこ とは,私 た ち足 元 にお け るすべ て

の環境 問題 に対 して,わ か りやす くそ してや さ し

くなる ことで あ る。私 た ちは身近 な生 活の場,仕

事 の 場,市,県,国 の そ れ ぞ れ の 場 で,環 境 保

全,創 造 を どうす るか を,身 を切 る思 いで考 え,

対 処 しなければ な らない時代 に生 きてい る。

地球 規模 の環境 危機 の警告 は,一 方 で私 た ちの

利便性 をめ ざした経 済活動 を優 先 した結果起 こっ

た現 象で あ り,他 方 でそ の猛 省 に立 って,環 境保

全 を優 先 し,新 しい生活 のあ り方 を迫 る課 題 を解

決 しろ と訴 えか けてい る。

私た ちの生活 の中で,空 気が汚 れ,水 が汚濁 さ

れ,生 態系 のバ ラ ンスが破壊 され,さ らに貴重 な

生物 種 の危 機が叫 ばれ てい る。 い ま世界 は市域 を

越 え,県 域 を越 え,国 域 を越 え,全 地球 大で環境

破壊 に直面 してい る。 これ を防止す る ことは,人

類 共通 の課題 に なった。

横浜 市 の21世 紀 に 向け た環 境 行政 は,地 域 ・

市民 に根 ざ し,世 界 に開 く環境 保全 ・創 造 の問題

意識 に立 って着実 に進 めて い る。 この点 をわた く

しは評 価 したい。

本研 究 の 目的 は,1960年 代,70年 代,80年 代

そ して90年 代前 半 に わた る横 浜 市 の環 境 政 策 を

歴 史的,構 造的 に解 明す る こ とにあ った。

1960年 代 の高 度成 長 期 にお け る重化 学 工業 政

策 は,一 方 で市民 の 「所得 増」 を もた ら したが,

他 方で,公 害激増,環 境破 壊 を招 来 した。 この矛

盾 した構造 の中で,当 時横 浜市 が外 か らの重化 学

工 業 に よる公害 に対 して市民 ニー ズの生活環境 防

衛 の ため になに を選択 したか を明 らか に した。

70年 代 は,市 独 自の 公 害 防 止基 準 の 設 定,市

民 のための 公害防止 の行政組 織 の確 立,公 害問題

に対す る自主,民 主,公 開の原則 に基づ く市民参

加 の理 念 を重点 に した環境 政策 を実現 した。 この
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構造 を原資料 を踏 えて分析 し,そ の特徴 を明 らか

に した。

1980年 代 の環境 政 策 の 特 徴 をみ る と,市 は経

済社会 の激動 の 中で従来 の産業型公 害か ら都 市生

活型公 害 に対 して,新 しい都 市像 をあ きらか に し

つつ,市 民 の快 適環境 を どの ように創造 す るか を

課題 と した。 この点 に力点 をお いてそ の構 造 を分

析 した。

1990年 代 は,92年 の世 界 ・人 間環 境 会 議 で の

「地 球環 境 危機」 の 問題 意 識 の もと に,市 の 従 来

の 一貫 した環 境 分析 と政 策 を継 承 しつつ,「 人 と

自然 との共生 す る うるお いの ある まちづ くり」 を

目指 して いる点 を一方で歴 史的 に,他 方 で構 造 的

に解 明 した。

本研 究 は,以 上 の特徴 的性 格 を行 政 その他 の1

次,お よび2次 資料 を駆使 して,客 観的 に解 析 し

たつ も りで い る。 テーマ の性 格上,傭 鰍 的 な特徴

づ けに な らざるをえ なか った。

最 後 に なった が,「 海 と川 の こ とは魚 に きけ」

「空 の こ とは鳥 に きけ」 「野 の こ とは草 や 虫 に き

け」 とい う言 葉 を肝 に銘 じて,自 然 と歴 史 は人 間

に とって教 師であ る こ とを改め て 自覚 したい。

(補)本 論文4,5に おいては,横 浜市の環境政策

全体 の中で特色のある項 目に限定 して,紹 介 し,論

述 している。それ は横 浜市 の環境政策の史的蓄積 を

ふ まえて70年 代後半,80年 代全般,90年 代全 般 の

各主要 な環境政策の特徴 を示 し,構 造的に性格づ け

ることにあったか らである。

注

(1)宮 本 憲一編 『公害の同時代史』1985年53ペ ー ジ。

(2)横 浜市公害対策局 『公害 との戦い』1976年,46ペ ー ジ。

(3>同 上,66ペ ー ジ。

(4)同 上 『公害 との戦い』1978年,62ペ ー ジ。

この点の実証的理論的研究 につ いては,拙 著 『横浜市の

自動車公害防止に関する政策科学 的研究』白桃書房,1988

年 をみ られたい。

(5)同 上,『 公 害 との戦 い』1976年,77年,78年 に お ける

大気汚染状況及びその対策 を参照。

(6)横 浜市公害対策局 『公害との戦い』1978年,66～68ペ ージ。

(7)同 上,53ペ ー ジ。

(8)同 上,76ペ ー ジ。

(9)横 浜 市 『横浜環境白書』1995年,62ペ ー ジ。

α⑦ 同上,79ペ ー ジ。

(11)こ の 『横浜の川 と海の生物』の資料 は,当 時の調査(横

浜市公害研究所e現 横浜市環境科学研究所)と して秀れた

成果であった。

ω 横浜市公害対策局 『公害との戦い』1978年,67ペ ー ジ。

(13)横 浜市 『横 浜環境 白書一公害対策の推進 と快適環境 をめ

ざして一』1983年,67ペ ー ジ。

(19)同 上,26ペ ー ジ。

な お市 民 の苦情 状 況 は,90年 代 に入 っ て も騒 音,悪

臭,振 動,大 気汚染 と続 き,そ の傾向 は,基 本的に共通 し

て いる。90年 代 の統 計表 は省略 して いる。詳 くは,横 浜

市 『横 浜環境 白書』平成10年 をみ られたい。

⑮1983年11月 に,私 た ちは横 浜市 公 害研 究所 におい て

「よこは ま 『都市 自然』行動計画の研究」に従事 し,そ の

成果を発表 した。 当時の 「横浜市都市 自然研究会」 のメン

バ ー は安芸 一一一(東 大 ・元 教授),入 沢恒(横 国大 元教

授),品 田穣(文 化庁文化財調査官),木 原啓吉(千 葉大教

授),広 井敏男(東 経大教授),長 沢信 夫(駒 大教 授),進

士五十八(東 京農大助教授 ・現 学長),村 橋 克彦(横 浜市

大教授),宮 島泉(神 大講 師),磯 辺行久(東 工大講 師),

清 水嘉治(神 大教授,会 長)の メ ンバーで,多 方面 な専門

家の集 りで,激 論が交 わされた。最終 的に次 の27の 提案

(こ こで各項 目の論拠 は省略)を した。

よこはま 「都市自然」の保全 ・創造にむけての27の 提案

1.横 浜市民が失なってはならない 「平凡な自然」を守ろう。

2.自 然面 ミニマムを設 けよう。

3.人 間が生物と豊かに共生する都市 よこは まをつ くろう。

4.「 よこはま都市 自然憲章」 を制定 しよう。

5.よ こは ま自然50選 を募 ろう。

6.「 都市自然」保全 ・創 造計画 をつ くろ う。

7.「 都市 自然」情報バ ンクをつ くろう。

8.総 合的な視点に立って都市 自然の保全 ・再生の行政を

すすめていこう。

9.公 的保全 のための財源の拡充 と工夫をはかろう。

10.自 然 生態技術ハ ン ドブックをつ くろう。

11.「 緑 と水辺 を考 える会」(港 北区の試み)な どの市民活

動 を盛んに しよう。

12.身 近 な 自然 に学び ・遊べる子供 を育て よう。

13.危 険 防止 と自然保全 との調和 に向けた市民生活 を確立

しよう。

14.市 民 の手で 「よこはま都市 自然基金」 を設けよう。

15.斜 面緑地の開発 を抑制 しよう。

16.市 街 地の丘 を公園などに利用 しよう。

17.身 近 な森の生活教室 を開こう。

18.よ こはま野鳥の楽園 を計画 しよう。

19.都 市 農業 を育成 し,生 産直売網をさらに広 げよう。

20.「 横 浜ふる さと村」 を各地にひろめ よう。

21.谷 戸 の自然を大事 にし,開 発は慎重に検討 しよう。
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22.土 に親 しむ 「菜園生活」の場 をつ くろう。

23.生 きた川の復活にそなえて川の埋め立てを再検討 しよう。

24.「 川 らしさ」を保全 し,周 辺 との調和をはかろ う。

25.河 川 源流域 の保全を中心に した水辺のマス タープラン

をつ くろう。

26.川 を生か したまちづ くりをひろげ よう。

27.市 民 と水辺を結ぶフェステ ィバル を盛 んにしよう。

(都 市 自然 に関す る社 会科 的研 究 『よ こは ま 「都 市 自

然」行 動計 画』横 浜市 公 害 研 究 所,NQ52,1983年11月

刊 。 この提案はすでに採用 された もの もあ り,こ んにちで

も活 きていると考える。)

⑯ 横浜 市 『横浜環境 白書』1988年 に おける 「環境基 本憲

章」 をみ られたい。

㊥ 同上,86年 版,61ペ ー ジ。

(ig)同 上,『 横 浜市 自動車公害防止計画』1986年 。

(19)朝 日新聞1999年10月14日 号 。

(zo)自 動 車公害防止の町工場主のアイデアを紹介 しよう。

最近のアイ ドリング時の一酸化炭素濃度を抑 えるための

技術 も,着 実 に進んでい る。それ も,市 内の民間人によっ

てであ る。例 えば横浜市鶴見区東寺尾 中台の井澤電子工業

は,「 大気を汚 し,地 球温暖化 をもた らす 自動車排 ガスを

へ らそうと,ボ タン操作で信号待ちの車のエ ンジンを切 っ

た り,再 始動 させ た りす る 『ア イ ドリング ・ス トップ装

置』を 開 発 した」(朝 日新 聞,1999年10月9日 神 奈 川

版)こ の装置は,赤 いボタンを押す とエンジンが停止 し,

緑 のボ タンを押す と再始動する仕組 みで,7本 の配線 をエ

ンジ ンキーの周辺 につな いで いる。エ ンジ ンが止 まって

も,方 向指 示器や ワイパ ーなどは作動する。LPガ スの燃

費も1か 月10%以 上 節約できる。「エコ ドライブ」が普及

する と,市 全体の大気汚染 も数%低 下 させ ることがで きる

のではないか。アイ ドリング ・ス トップを条例に盛 り込ん

でいる自治体 は,神 奈川県 をは じめ全国に31(99年3月

現在)あ る。だが信号を待つ間,こ まめにエ ンジンを切る

運転者はまだまだ少 ない。こうした身近かなボタン装置 を

開発 して普及 させ ることを進めたい。

もちろん,大 気汚染の元凶である自動車公害防止につい

ては,エ コカー,ハ イブ リッドカー,電 気 自動車な ど低公

害車の普及だけでな く,大 都市毎に,思 い きって法規制の

のための討論 を徹底的に実施すべ きで あろう。 もちろん1

年 間の期限を設定 して,環 境基準 を守 らせることである。

とくにクルマメー カーにエ コカー作 りを義務づ けることも

考えてはどうであろ うか。 また廃車について もメー一カーに

責任 を負荷 させ るべ きであろ う。 メーカーはこの負荷を新

しいクルマ社 会の活力 にすべ きではなか ろうか。

⑳ 清水嘉治 『横浜市における 自動車公害問題の政策科学 的

研 究一 くる ま社 会 は これ で い い か一』 白桃 書 房,1988

年,59ペ ー ジ。

(22)環 境 庁地球環境経済研究会 『地球環境 の政治経 済学』,

ダイヤモ ンド社,1990年,第2章 の4参 照。

(23)拙 稿 「地球環境政策 の財政手段 の課題」 『世界経済 の統

合 と再編」1996年 第1部 第5章 をみ られたい。 さらに寺

西俊一論文 「『環境税』 は汚染防止が主 目的」 『エコノミス

ト』1993年5月18日 をみ られたい。

最 近の文献 と しては石弘 光 『環境 税』岩 波新 書,1999

年が ある。

運輸省 と環境庁は,2000年 度 の税制 改正に向 けてクル

マの燃費効率 によって 自動車諸税を増減額す るグリーン税

制の導入を考える ようになった。

や っと自動車の排 出ガスをグリー ン税方式で管理す るよ

うになって きている。羽生次郎氏(運 輸省運輸政策局長)

は 「税 収 中立 で市 場 を誘導 す る」 とい う(日 本 経 済 新

聞,1999年10月24日)。 京都議定書 の実践 に向 って少 し

動いてきた といえる。

なおEUで は,地 球環境 に配慮 した交通計画を立ててい

る。 とくにデ ンマークは厳 しい措置をとっているし,オ ラ

ンダ,デ ンマーク,ス ウェーデンな どでは炭素税 を導入 し

ている(E.C.M.T,EnvironmentandTransport,1993),

OECD,Carsandclimatechange,1993.

㈱RioDeclarationonEnvironmentandDevelopment,or

UnitedNationConferenceonEnvironmentandDevelop-

ment,1992.拙 書 『世界経済の統合 と再編』1996年,第3

章 を参照 されたい。 この点,グ ローバルの視点か らの分析

としてM.H.LDore&T.D.Mount,(ed.)GlobalEnviron-

mentalEconomics,1999,PartlV.が あ る。

(ZS)例 えば,環 境庁の平成5年 以降の 『環境 白書』 と主要大

都市の環境関係白書類には地球環境危機に対する対策を盛

り込 むようになった。

㈲ 拙著,前 掲書第3章 では主要項 目の政策関連を問題に し

て論 じた ものである。

吻 横浜市 『環境白書』平成10年,11ペ ー ジ。

囲 神 奈川 県 『アジ ェン ダ21か なが わ』1993年,同,『 か

なが わ地球温 暖化 防止 を一100の 行 動実 例集』1998年 。

1993年 拙 書,前 掲書,63ペ ー ジ。

㈲ 横浜市 『横浜環境 白書』平成10年,9ペ ー ジ。

(30)環 境 庁 『環境 白書』平成10年,374ペ ー ジ。

⑳ 横 浜市 『横浜環境白書」平成10年,10ペ ー ジ。

(32)同 上,前 掲書,17ペ ー ジ。47ペ ー ジ。

(33)東 京 都が99年8月 に打 ち出 したデ ィー一ゼル乗用車追放

の提案は次の5項 目にある。①都内ではディーゼル車には

乗 らない,買 わない,売 らない。②代替車 のあ る業務用

ディーゼル車は,ガ ソリン車 などへの代替 を義務付 け。③

排 ガス浄化装置の開発 を急 ぎ,デ ィーゼル車への装着 を義

務付け。④軽油をガソリンよ りも安 くしている優 遇税制 を

是 正。⑤ デ ィーゼ ル車 排 ガ スの新 長 期 規 制(2007年 め

ど)を クリアする車の早期開発に よる規制の前倒 しを可能

に,と い うものであった。問題提起 としては,都 民の環境
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問 題 へ の 関 心 を 呼 び 起 した 点 で 良 い。窒 素 酸 化 物

(NOx)と 浮遊粒子状物質(SPM)を 出 すデ ィーゼル車の

規制 は,都 の長年の懸案事項 であ った。 この提案 の中の

「ガソリ ン車への代替義務付け」 もコス トの面で どう克服

す るかが残 っている。1台 あた り100万 円 以上す るコス ト

をどうするか,こ んこの課題である。

燃料 も1Bあ た りの税 金が ガソリ ンで53.8円 に対 し軽

油 は32.1円 で あ り,こ の税制改正は国へ働 きかける以外

にはない(「 朝 日新 聞」1999年10月30日23ペ ー ジ)。 ま

た都 は,排 ガスか らSPMを 取 り除 く装置の開発 を進めて

いる。 この点,実 用化 されることを望む。 ともあれデ ィー

ゼル車に よる大気汚染 を抑 止す るという点で,一 歩前進の

問題提起であ った。 同時に条例づ くりの問題 も提示すべ き

であった。

㈱ 清水嘉治 「廃棄物 問題への対応」神奈川県 『環境行政の

あゆみ』1991年,ぎ ょうせ い,435～445ペ ー ジ。

(ss)横 浜 市,前 掲書,38ペ ー ジ。

㈹ 朝 日新聞,1999年10月28日

なお資源循環型社会 について理論的研究を したものに吉

野敏行 『資源循環型社会の経済理論」東海大 出版会,1996

年が ある。本書は今 日の廃棄物処理 と再生資源市場 の実態

を踏 え,今 日の ワンウエイ型経済 を支 えている経済の仕組

みを分析 し,資 源 リサ イクルの経済的阻害要因を明 らかに

している点でユニークである。

(補足)環 境庁 はダイオキ シン対策特 別措置法 に基づいて定め

ることになっていた土壌,大 気,水 質の環境基準案 を99年

10月22日 に まとめた。大気は1立 方米当 た り0.6ピ コ グラ

ム,水 質1Q当 た り1ピ コグラムとしたが,こ れ は現状 と将

来 を正確にみていないのではないか。いずれ もヨーロッパ並

みに厳 し くすべ きだ。

なお,横 浜国大 と東芝,廃 棄物処理会社の トムシックが共

同で,ダ イオキシンや特定 フロ ンなどの有害化学物質を短時

間で無害にする処理技術 を開発 した(「 日本経済新聞」1999

年10月16日)と いう。 この点注 目し,推 移を見守 り,実 用

化に期待 したい。

参考文献(関 連の文献 を中心 と した)

1.横 浜 市 企画局,r横 浜市民意識 調査』昭和62年,平 成9

年,平 成10年 。

神奈川県 『生活環境 についての県民意識調査』平成2年,

平 成5年,同,『 神奈川の環境 についての意識調査』平成

9年,市,県 とも,3年 毎 に系統的な環境 につ いての意識

調査 をしてほ しい。

横 浜市公害対 策局 『公害 との戦 い』〔昭和50年 ～昭和57

(1982)年 まで〕,同,環 境保全 局 『横浜環境 白書』〔昭和

58(1983)年 か ら平成10(1998)年 まで〕

横浜市,『 横浜市 自動車公害防止計画』(1997～2010)平 成

10年,こ の計画は系統性 と啓蒙性 を もった性格 の もので

ある。

『横浜市環境管理計画』平成8年 。 ポイン トをついた明快

な計画書で,平 成5年12月 に策定 した総合計画 「ゆめ は

ま2010年 プ ラ ン」に もとつ くもので,都 市づ くりの7つ

の 目標の1つ として 「人 と自然が共生す るうるおいのある

快適環境の街」 を掲 げ,平 成7年 「横浜市環境の保全及び

創造 に関する基本条例」 を作 り,こ の条例 の理念 に立 っ

て,「 横浜市 環境管理計画」 を定めた。 わた くしな りに表

現すれば,市 民がつ くって きたよこはまの まちの発展をめ

ざして,さ らに魅力 と活力 と実力のある都市づ くりをめざ

す ものである。 よこはまの 「人間と自然との共生」の問題

意識の中で環境作 りを志向 した点で一歩前進である。その

他,環 境科学研究所の資料 ・文献 は参考 になる。『横浜市

環境科学研究所報』(1～22号)

2.神 奈 川県 『かながわ環境 白書』(各 年),同,『 かながわ地
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3.UTAN編 集 部 『今地球を救 う本』学研,1991年 。
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P.0.ヨ ハ ンソン ・嘉田良平訳 『環 境評価 の経 済学』多

賀 出版,1994年 。

小沢徳太郎 『21世 紀 も人 間は動物で ある』新評論,1996

年 。

高橋裕 ・加藤三郎編r地 球環境学,1』(以 下 同)r現 代 科

学技術 と地球環境学』岩波書店,1998年 。

安 成 哲 三 ・米 本 昌 平 編,2『 地 球 環 境 と ア ジ ア』,同

上,1999年 。

同上,3『 大 気環境 の変化 』同上,1999年 。

和田英太郎 ・安成哲三編,4『 水 ・物質循環系の変化」,同

上,1999年 。

井上民二 ・和田英太郎編,5『 生物多様性 とその保全,,同

上,1998年 。

武 内 和 彦 ・田 中 学 編,6『 生物 資 源 の 持 続 的 利 用』同

上,1998年 。

高橋裕 ・河 田重昭編,7『 水循環 と流域環境 』同上,1998

年 。

武 内 和 彦 ・林 良 嗣 編,8『 地 球 環 境 と 巨 大 都 市』同

上,1998年 。

高橋裕 ・武内和彦編,9『 地球 システムを支える21世 紀型

科学技術 』

内藤正 明 ・加藤三郎編,10『 持 続可能な社会 システム』同

上,1998年 。



横浜市における環境政策の史的,構 造的研究(続)
一73一

D.ル ー ドマ ン ・福 岡 克 也 監 訳 『エ コ 経 済 の 改 革 戦 略 』 家

の 光 協 会,1999年.

今 村 奈 良 臣 他 『水 資 源 の 枯 渇 と 配 分 』 農 文 協,1996年 。

日 本 計 画 行 政 学 会 編 『環 境 指 標 』 学 陽 書 房,1986年 。

市 川 定 夫 『環 境 学 』 藤 原 書 店,1993年 。

植 田 和 弘 『環 境 経 済 学 』 岩 波 書 店,1996年 。

清 水 嘉 治 『新 地 域 主 義 一 神 奈 川 ・横 浜 の くに づ く り一 』 新

評 論,1994年 。

YoshiharuShimizu,"UsingSustainableGrowthTheoryto

OvercometheGlobalEnvironmentalCrisis",Eco-

nomicReview,No.20ct.,1994.KanagawaUni.The

InstituteofEconomicsandTrade.

Acuff,Melinda&Mason,Pamela(eds.)

EnvironmentalValuation,EconomicPolicyandSus-

tainability:RecentAdvancesinEnvironmental

Economics.1998.

Faucheux,Sylvie(etal.,eds.)

SustainabilityandFirms:TechnologicalChangeand

theChangingRegulatoryEnvironment1998.

Gale,Monica&Lachowicz,Mike(eds.}

TheEnvironment,EmploymentandSustainableDe-

velopment1998.

Saeed,Khalid

TowardsSustainableDevelopment2nded.1998.

Mulder,HankAJ.&Biesiot,W.

TransitiontoaSustainableSociety:ABackcastingAp-

proachtoModellingEnergyandEcology.

AdvancesinEcologicalEconomics.1998.

Smith,JosephWayne,Lyons,Graham&Sauer‐Thompson,

Gary

TheBa1血up幻ofEconomies:Eco1㎎y,Economics

andtheSustainabilityoftheEar血.1998.

Franzini,Maurizio&Nicita,Antonio(eds.)

EnvironmentalEconomies:Past,PresentandFu-

tore.1998.

Barbier,EdwardB.

TheEconomicsofEnvironmentandDevelopment

SelectedEssays.1998.

Nordhaus,WilliamD.{ed.)

EconomicsandPolicyIssuesinClimateChange.1998.

以上,1は 横浜市環境関係文献,2は,神 奈川県 と環境庁 関

係 の文献,3は 個別文献であ る。

本稿は,前 年号の続編にあたる。本研究をまとめるにあたっ

て,横 浜市環境保全局の方々にお世話 にな った ことを記 してお

く。

〔本論文 は,平 成9,10,11の 各年 度 横 浜市地域 研

究費による研究成果の最終報告である。〕


